
４　事業費・人件費等の推移

（事業費）

（人件費）

（間接経費）

当 初 予 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

予 算 現 額

決 算 額

国 庫 支 出 金

（単位：円、人）

事務事業評価シート

計画値

総 コ ス ト

間 接 経 費

職 員 数

執 行 率

職 員 人 件 費

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

（※）要因の類型

根 拠 法 令 等

国土強靭化地域計画

事業種別 事 業 開 始 年 度 見 直 し の 裁 量

総合
計画

基本施策 主 担 当 部 課 名

施　　　策 事 業 類 型

交付金・補助金等の名称交付金・補助金等の申請

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

記載年月

対象年度

１　事務事業の概要

２　実施計画・実績（指標）

対 象

事 業 目 標

事 業 内 容

計画値

☑ ☑ ☑ ☑

要因の類型（※）

実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）

指標名

実 　績

基準値

（単位）

事業推移

計画値

実 　績

☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑ ☑ ☑
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☑

要因の類型（※）

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑

- 1 -

令和5年9月

令和 4年度

法務関係事務 51040100

法務に関する事務

3 安定的かつ効率的な行政運営

104 安定的な行政サービスの提供

その他の事務事業  ～

総務管理部 法制文書課

法定事業・任意事業混在

市に事業の一部を見直す裁量あり

地方自治法ほか

該当なし 該当なし

市民等

適正な行政運営を図るために必要な法的支援を行う。

○条例等の制定　法改正等に伴う各課からの依頼に基づき、条例、規則等の制定を行う。　
○訴訟等の対応　市を被告として提訴された訴訟、調停等の対応を行う。
○不服申立ての対応　市民等からの不服申立てに対し、行政不服審査法に基づき対応を行う。
○法務相談等の実施　弁護士資格のある職員による法務相談を各課職員を対象に定期的に実施するほか、各課の職務上の法律問題について指導
・助言を行う。
○コンプライアンスの推進　職員全体のコンプライアンス意識の向上を図るため、行動基準の整備や職員向けの研修を実施する。

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

①
※数値の比較や推移で評価
することがなじまないため
指標の設定は行わない

-

-

- - - - -

- - - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 概ね計画通り実施した

2 市民等のニーズが増加し計画を上回った

3 社会経済状況により必要性が高まり計画を上回った

4 市民等のニーズが減少し計画を下回った

5 社会経済状況により必要性が低下し計画を下回った

6 行政サービス供給を阻害する要因があり予定通り実施できなかった

7 行政サービス供給体制に課題があり予定通り実施できなかった

8 その他

R 3年度 R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度 R 8年度

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 1

② 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 1

③ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

2,105,000 2,105,000 2,207,000 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

2,105,000 2,105,000 2,207,000 0 0 0

2,105,000 2,105,000 0 0 0 0

1,703,664 1,595,574 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

1,703,664 1,595,574 0 0 0 0

80.9% 75.8% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

4.25 7.30

33,297,930 58,395,043

0 0

0 0

1,067,391 766,170

36,068,985 60,756,787 0 0 0 0



事業の位置付けの詳細と今後の方向性

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

 B　現状のまま継続

 B　現状のまま継続

 C　見直し

 C　見直し

評価内容

５　ＰＤＣＡサイクルの確認と評価・改善の方針

評価内容

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

法務関係事務

- 2 -

R 3年度実績（Do） R 3年度評価（Check） B　現状のまま継続

○条例、規則及び訓令の制定数（暦年）
　条例：31件、規則：74件、訓令：9件
○訴訟の件数：3件
○審査請求の件数：9件（市長以外の機関に対する事案１件を含む。）
○行政不服審査会の開催回数：2回
○法務相談実施件数：112件
○法務相談員による職員向け研修：新型コロナウイルス対策のため未実施

各取組について適切に対応したことで、適正な行政運営につなげることができ
た。法務相談員による職員向け研修については、新型コロナウイルス感染状況
などを勘案しながら、実施時期を再検討していく。

□ □ □ R 3年度評価に基づく見直し（Action）

R 4年度の具体的な取組（Plan） R 4年度の方向性（Plan）

○各課の依頼に基づき、条例、規則等を制定する。
○市に関わる訴訟、調停等に適切に対応する。
○審査請求に適切に対応する。
○法務相談員による定期的な法務相談を実施するほか、各課の職務上の法律相
談について適切に指導・助言を行う。
○法務相談員による職員向け研修を実施する。
○職員向けのコンプライアンス研修を実施する。

　適切な行政サービスが提供されるように、行政運営における法的な指導、助
言等の支援を行うとともに、職員全体のコンプライアンス意識の向上を図る。

R 4年度実績（Do） R 4年度評価（Check） B　現状のまま継続

○条例、規則及び訓令の制定数（暦年）
　条例：29件、規則：79件、訓令：23件
○訴訟の件数：2件（新規案件に限る。）
○審査請求の件数：10件
○行政不服審査会の開催回数：1回
○法務相談実施件数：122件
○法務相談員による職員向け研修：新型コロナウイルス対策のため未実施
〇コンプライアンス研修・管理職向け1回、コンプライアンス推進員向け1回、
一般職向け3回

各取組について適切に対応したことで、適正な行政運営につなげることができ
た。なお、法務相談員による職員向け研修については、新型コロナウイルス感
染状況などを勘案しながら、実施時期を再検討していく。

□ □ □ R 4年度評価に基づく見直し（Action）

R 5年度の具体的な取組（Plan） R 5年度の方向性（Plan）

○各課の依頼に基づき、条例、規則等を制定する。
○市に関わる訴訟、調停等に適切に対応する。
○審査請求に適切に対応する。
○法務相談員による定期的な法務相談を実施するほか、各課の職務上の法律相
談について適切に指導・助言を行う。
○法務相談員による職員向け研修を実施する。
○職員向けのコンプライアンス研修を実施する。

適切な行政サービスが提供されるように、行政運営における法的な指導、助言
等の支援を行うとともに、職員全体のコンプライアンス意識の向上を図る。

R 6年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続

1　大幅な見直しは必要ない（右欄に理由を具体的に記載）

2　見直しには法令等の改正が必須（右欄に法令等の名称を記載）

3　現状では見直しが不可能（右欄に理由を具体的に記載）

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

○行政運営上の法的な手続や諸問題に関し引き続き適切
に対応するため、法改正、判例その他法規関係事務に係
る情報の収集を随時行う。また、各課への適切な指導・
助言が行えるよう担当職員の法務能力の向上に努める。
○地方分権が進む中で、市が効果的・自立的な政策を立
案することが求められるため、各課職員の法務能力向上
を図る研修の充実に努める。
○官製談合防止法違反事件を受け、再発防止対策として
、職員全体のコンプライアンス意識の一層の推進に努め
る。



６　構成事業一覧

当初予算額 決算額 当初予算額
事　業
コード

目項款会計

（単位：円）

予算事業名

法務関係事務

- 3 -

R 4年度 R 5年度R 4年度 R 5年度

1 01 10 05 05 0020300 行政不服審査会運営費 403,000 115,986 403,000

2 01 10 05 05 0020350 審理員活動費 212,000 408 112,000

3 01 10 05 05 0020360 法務相談員活動費 1,490,000 1,479,180 1,490,000

4 01 10 05 05 0036600 官製談合再発防止対策事業費 202,000

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 2,105,000 1,595,574 2,207,000



４　事業費・人件費等の推移

（事業費）

（人件費）

（間接経費）

当 初 予 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

予 算 現 額

決 算 額

国 庫 支 出 金

（単位：円、人）

事務事業評価シート

計画値

総 コ ス ト

間 接 経 費

職 員 数

執 行 率

職 員 人 件 費

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

（※）要因の類型

根 拠 法 令 等

国土強靭化地域計画

事業種別 事 業 開 始 年 度 見 直 し の 裁 量

総合
計画

基本施策 主 担 当 部 課 名

施　　　策 事 業 類 型

交付金・補助金等の名称交付金・補助金等の申請

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

記載年月

対象年度

１　事務事業の概要

２　実施計画・実績（指標）

対 象

事 業 目 標

事 業 内 容

計画値

☑ ☑ ☑ ☑

要因の類型（※）

実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）

指標名

実 　績

基準値

（単位）

事業推移

計画値

実 　績

☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑ ☑ ☑
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☑

要因の類型（※）

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑

- 1 -

令和5年9月

令和 4年度

総合窓口事務 51040200

住民情報の適正な管理と窓口サービスの向上

3 安定的かつ効率的な行政運営

104 安定的な行政サービスの提供

主要な事務事業  ～

市民部 総合窓口課

法定事業・任意事業混在

市に事業の一部を見直す裁量あり

住民基本台帳法、戸籍法等

該当なし 該当なし

市民、事業者等

住民基本台帳や戸籍の記載内容を適正に管理する。制度改正に併せてシステム改修や様式の見直しを行うとともに、災害時等のバックアップ体
制を整備して、遅滞なく安定的に窓口サービスを提供する。先進技術の導入等により事務処理の効率化、市民の利便性向上を図る。

住民基本台帳の記録、戸籍の編製、記載等が正確かつ適正に行われるよう努めるとともに、届出等に関する事務処理を合理的に行うよう努める
。市民や戸籍に記載されいてる者等からの請求を受け、住民票の写しや戸籍謄本等の証明書を窓口で交付するほか、自動交付機やコンビニ交付
サービスを通じて、窓口以外でも取得できる環境を整備する。希望される方が速やかにマイナンバーカードを取得、更新できる体制を整備する
。

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

①申請書への記入を求めず証
明書を交付した件数の割合

24.47

%

14.78 18.47 23.09 28.86 40

29.78 - - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □

マイナンバーカード取得ポイント事業により、マイナンバーカードの申請率が向上したことに伴い、コンビニ等キオスク端末によ
る、各種証明書発行の件数が増加したため

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 概ね計画通り実施した

2 市民等のニーズが増加し計画を上回った

3 社会経済状況により必要性が高まり計画を上回った

4 市民等のニーズが減少し計画を下回った

5 社会経済状況により必要性が低下し計画を下回った

6 行政サービス供給を阻害する要因があり予定通り実施できなかった

7 行政サービス供給体制に課題があり予定通り実施できなかった

8 その他

R 3年度 R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度 R 8年度

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 1

② 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 1

③ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

268,046,000 251,134,000 323,509,000 0 0 0

158,765,000 100,562,000 163,187,000 0 0 0

721,000 9,712,000 717,000 0 0 0

0 0 0 0 0 0

91,635,000 85,715,000 89,092,000 0 0 0

16,925,000 55,145,000 70,513,000 0 0 0

297,842,000 251,134,000 0 0 0 0

269,339,766 224,671,493 0 0 0 0

174,092,000 105,589,000 0 0 0 0

1,853,100 10,552,000 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

89,734,950 91,628,287 0 0 0 0

3,659,716 16,902,206 0 0 0 0

90.4% 89.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

37.00 37.00

289,887,859 295,974,877

0 0

0 0

10,478 34,426

559,238,103 520,680,796 0 0 0 0



事業の位置付けの詳細と今後の方向性

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

 B　現状のまま継続

 B　現状のまま継続

 C　見直し

 C　見直し

評価内容

５　ＰＤＣＡサイクルの確認と評価・改善の方針

評価内容

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

総合窓口事務

- 2 -

R 3年度実績（Do） R 3年度評価（Check） A　重点化・拡大して継続

●主要事務取扱件数
　▼戸籍事務　　　　　　　　　　　　７０，８００件
　▼住民基本台帳事務　　　　２４７，６２１件
　▼マイナンバーカード事務　　 　　６３，１０４件
　▼印鑑事務　　　　　　　　　      ７５，２１８件
　▼その他窓口事務　　　　　　    ９５，１９５件

　混雑状況を市ＨＰ上で即時配信するシステムの導入、オンラインで転出手続
きが可能となるシステムの導入、マイナンバーカードの交付について予約制を
開始することで、待合スペースでお待ちいただく方を減らすことができた。
　また、令和４年１月からマイナンバーカードの交付をふるさと府中歴史館１
階で行うことで、待合スペースの座席数を増やすことができた。

□ □ □ R 3年度評価に基づく見直し（Action）

R 4年度の具体的な取組（Plan） R 4年度の方向性（Plan）

　マイナンバーカードをお持ちの方が市役所窓口以外でも転入、転居の手続き
ができるよう、必要な機材等を出張所に設置した。
　証明書交付用キオスク端末を待合スペースに設置し、証明交付窓口の混雑緩
和と、コンビニ交付サービスの利用促進に繋げる。

申請内容を直接既存のシステムに反映させる仕組みの導入について、調査研究
を進める。また、新庁舎への移転に併せて番号呼出システムの仕様や運用に関
する見直しを進める。マイナンバーカードを手軽に申請できるよう、公共施設
や民間商業施設等に臨時窓口を設置し申請補助を行う。　マイナンバーカード
の窓口を拡充し、希望される方が速やかに取得、更新できる体制を整備する。

R 4年度実績（Do） R 4年度評価（Check） A　重点化・拡大して継続

●主要事務取扱件数
　▼戸籍事務　　　　　　　　　　 　75,996件
　▼住民基本台帳事務　　　　　 　 236,354件
　▼マイナンバーカード事務　　 　   87,198件
　▼印鑑事務　　　　　　　　　　 　74,081件
　▼その他窓口事務　　　　　 　　   93,190件

　繁忙期等の待ち時間の短縮、個人番号カードの普及と交付、コンビニ交付の
利用率の向上ができた。
　住民情報の適正な管理運用を実施し、窓口に来られる方に対し正確かつ迅速
な対応ができるよう市民サービスの向上に繋げた。窓口事務の見直し・改善を
実施し、DXを一部取り入れた。　個人番号カードの普及を進めるとともに、個
人番号カードの円滑な交付を行った。　また、コンビニ交付の利用率の向上に
繋げた。

□ □ □ R 4年度評価に基づく見直し（Action）

R 5年度の具体的な取組（Plan） R 5年度の方向性（Plan）

　マイナンバーカードをお持ちの方が市役所窓口以外でも転出等の手続きがで
きるよう、手続きに必要な機材等を出張所に設置することにより、窓口業務が
より一層スムーズに展開するよう取り組む。
　待合スペースに設置している証明書交付用キオスク端末について、より一層
の活用に取り組み、証明交付窓口の混雑緩和等に繋げる。

　新庁舎への移転に併せて番号呼出システムの仕様や運用に関する見直しを進
める。
　マイナンバーカードを手軽に申請できるよう、公共施設や民間商業施設等に
臨時窓口を設置し申請補助を行う。
　マイナンバーカードの窓口を拡充し、希望される方が速やかに取得、更新で
きる体制を整備する。

R 6年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続

1　大幅な見直しは必要ない（右欄に理由を具体的に記載）

2　見直しには法令等の改正が必須（右欄に法令等の名称を記載）

3　現状では見直しが不可能（右欄に理由を具体的に記載）

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

A

●今後の課題
　住民基本台帳の記録、戸籍の編製、記載等が正確かつ
適正に行われるよう努めるとともに、デジタル化の推進
に向けた国や都の動向を注視しながら、届出等に関する
手続きが来庁せずに可能となる仕組みを整備する必要が
ある。
●今後の展開
　タブレット端末等を用いて、来庁者に申請内容を入力
してもらう方法、事前にスマートフォンに入力したデー
タを窓口で呼び出してもらう方法など、申請内容を直接
既存のシステムに反映させる仕組みの導入について、導
入準備を進める



６　構成事業一覧

当初予算額 決算額 当初予算額
事　業
コード

目項款会計

（単位：円）

予算事業名

総合窓口事務

- 3 -

R 4年度 R 5年度R 4年度 R 5年度

1 01 10 05 05 0036700 窓口受付案内システム管理費（債務負担行為解消分） 6,490,000

2 01 10 05 05 0036800 窓口受付案内システム管理費 1,555,000

3 01 10 15 05 0225000 窓口センター運営費 210,916,000 184,455,596 277,781,000

4 01 10 15 05 0225250 窓口センター運営費（債務負担行為解消分） 35,420,000 35,418,860 32,885,000

5 01 10 15 05 0226000 負担金　東京都市町村戸籍住民基本台帳事務協議会 8,000 8,000 8,000

6 01 10 15 05 0227000 負担金　東京都市町村戸籍住民基本台帳事務協議会北多摩
支部

2,000 2,000 2,000

7 01 10 15 05 0227300 負担金　コンビニ交付運営費 4,788,000 4,787,037 4,788,000

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 251,134,000 224,671,493 323,509,000



４　事業費・人件費等の推移

（事業費）

（人件費）

（間接経費）

当 初 予 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

予 算 現 額

決 算 額

国 庫 支 出 金

（単位：円、人）

事務事業評価シート

計画値

総 コ ス ト

間 接 経 費

職 員 数

執 行 率

職 員 人 件 費

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

（※）要因の類型

根 拠 法 令 等

国土強靭化地域計画

事業種別 事 業 開 始 年 度 見 直 し の 裁 量

総合
計画

基本施策 主 担 当 部 課 名

施　　　策 事 業 類 型

交付金・補助金等の名称交付金・補助金等の申請

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

記載年月

対象年度

１　事務事業の概要

２　実施計画・実績（指標）

対 象

事 業 目 標

事 業 内 容

計画値

☑ ☑ ☑ ☑

要因の類型（※）

実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）

指標名

実 　績

基準値

（単位）

事業推移

計画値

実 　績

☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑ ☑ ☑

３　成果（参考情報）　現状分析 321

☑

要因の類型（※）

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑

- 1 -

令和5年9月

令和 4年度

文書管理事務 51040300

市の文書の管理事務

3 安定的かつ効率的な行政運営

104 安定的な行政サービスの提供

主要な事務事業  ～

総務管理部 法制文書課

任意事業

市に事業の一部を見直す裁量あり

府中市文書管理規則、府中市公文例、府中市公印規程等

該当なし 該当なし

市の文書全般

適正な文書管理を行うことにより、迅速で効率的な事務執行を推進し、市民サービスの向上を図る。

○郵便物の収受及び発送
○文書交換便の収受及び配布
○文書の保存、管理及び廃棄
○印刷
○議会関係文書等の文書審査

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

①
※数値の比較や推移で評価
することがなじまないため
指標の設定は行わない

-

-

- - - - -

- - - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 概ね計画通り実施した

2 市民等のニーズが増加し計画を上回った

3 社会経済状況により必要性が高まり計画を上回った

4 市民等のニーズが減少し計画を下回った

5 社会経済状況により必要性が低下し計画を下回った

6 行政サービス供給を阻害する要因があり予定通り実施できなかった

7 行政サービス供給体制に課題があり予定通り実施できなかった

8 その他

R 3年度 R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度 R 8年度

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 1

② 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 1

③ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

51,076,000 62,696,000 117,684,000 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

51,076,000 62,696,000 117,684,000 0 0 0

51,076,000 53,043,000 0 0 0 0

48,573,562 49,451,221 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

48,573,562 49,451,221 0 0 0 0

95.1% 93.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

2.75 5.86

21,545,719 46,876,021

1 0

3,248,692 0

0 0

73,367,973 96,327,242 0 0 0 0



事業の位置付けの詳細と今後の方向性

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

 B　現状のまま継続

 B　現状のまま継続

 C　見直し

 C　見直し

評価内容

５　ＰＤＣＡサイクルの確認と評価・改善の方針

評価内容

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

文書管理事務

- 2 -

R 3年度実績（Do） R 3年度評価（Check） B　現状のまま継続

○郵便物の収受及び発送件数　収受：　205,521件
　　　　　　　　　　　　　　発送：2,415,937件
○文書引継箱数　：　 1,140箱
○文書保管委託箱数：31,835箱（各月の保管委託箱数の合計）
○文書廃棄委託箱数： 1,327箱
○印刷室での印刷枚数：1,277,814枚

○文書の収受、配付、審査、印刷等の文書管理事務について、当初計画どおり
に実施することができた。
○文書ファイル監査等を通じて、各課の適正な文書管理を啓発するとともに、
庁舎移転に向けた文書量の削減に努めた。
○庁舎移転後、「はなれ」の書庫が完成するまでの間の大規模な文書保管場所
として、新たな外部書庫の視察を行い、確保につなげた。

□ □ □ R 3年度評価に基づく見直し（Action）

R 4年度の具体的な取組（Plan） R 4年度の方向性（Plan）

○文書管理システムが９月末に更新時期を迎えるため、引き続き安定的に稼働
できるよう、遺漏なく準備を進める。
○庁舎移転に向けて、外部書庫への文書移送を計画的に進め、集配・閲覧等の
運用方法を確立させる。
○新庁舎における執務スペース等の配置が具体化されていく中で、文書の収受
・配付をより効率的に行うことができるように調整する。

　迅速で効率的な事務執行のため、適正な文書管理に努めるとともに、庁舎移
転に向けた様々な準備を遅滞なく進める。
　また、公文例の見直しに併せて、職員の文書作成能力向上を図る。

R 4年度実績（Do） R 4年度評価（Check） B　現状のまま継続

○郵便物の収受及び発送件数　収受：198,481件
　　　　　　　　　　　　　　発送：2,276,099件
○文書引継箱数　：1,118箱
○文書保管委託箱数：42,575箱（各月の保管委託箱数の合計）
○文書廃棄委託箱数：1,097箱
○印刷室での印刷枚数：1,179,102枚

○文書の収受、配付、審査、印刷等の文書管理事務について、当初計画どおり
に実施することができた。
○文書ファイル監査等を通じて、各課の適正な文書管理を啓発するとともに、
庁舎移転に向けた文書量の削減に努めた。
○新庁舎「はなれ」の書庫が完成するまでの間の文書保管場所として、新たな
外部書庫への委託を開始し、安定的かつ適正な文書の保管につなげることがで
きた。

□ □ □ R 4年度評価に基づく見直し（Action）

R 5年度の具体的な取組（Plan） R 5年度の方向性（Plan）

　庁舎移転に向けて、通常の文書引継ぎと並行して、外部書庫への文書移送を
計画的に進める。また、文書の収受・配付方法を見直し、より効率的な回付体
制を確立させる。

　引き続き適正な文書管理に努めるとともに、新庁舎における執務環境に適合
した、迅速かつ効率的な事務執行を図る。
　また、公文例の見直しに併せて、職員の文書作成能力向上を図る。

R 6年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続

1　大幅な見直しは必要ない（右欄に理由を具体的に記載）

2　見直しには法令等の改正が必須（右欄に法令等の名称を記載）

3　現状では見直しが不可能（右欄に理由を具体的に記載）

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

　迅速で効率的な事務執行を行うため、適正な文書管理
の推進を継続する。
　また、その推進に当たっては、平成30年度から稼働し
ている文書管理システムの導入効果を検証するなど、既
存の文書管理体制について、定期的な事務改善に努めて
いく。



６　構成事業一覧

当初予算額 決算額 当初予算額
事　業
コード

目項款会計

（単位：円）

予算事業名

文書管理事務

- 3 -

R 4年度 R 5年度R 4年度 R 5年度

1 01 10 05 05 0032000 文書事務管理費 62,696,000 49,451,221 117,684,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 62,696,000 49,451,221 117,684,000



４　事業費・人件費等の推移

（事業費）

（人件費）

（間接経費）

当 初 予 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

予 算 現 額

決 算 額

国 庫 支 出 金

（単位：円、人）

事務事業評価シート

計画値

総 コ ス ト

間 接 経 費

職 員 数

執 行 率

職 員 人 件 費

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

（※）要因の類型

根 拠 法 令 等

国土強靭化地域計画

事業種別 事 業 開 始 年 度 見 直 し の 裁 量

総合
計画

基本施策 主 担 当 部 課 名

施　　　策 事 業 類 型

交付金・補助金等の名称交付金・補助金等の申請

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

記載年月

対象年度

１　事務事業の概要

２　実施計画・実績（指標）

対 象

事 業 目 標

事 業 内 容

計画値

☑ ☑ ☑ ☑

要因の類型（※）

実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）

指標名

実 　績

基準値

（単位）

事業推移

計画値

実 　績

☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑ ☑ ☑

３　成果（参考情報）　現状分析 321

☑

要因の類型（※）

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑

- 1 -

令和5年9月

令和 4年度

統計関係事業 51040400

統計法に基づく基幹統計調査を実施する。

3 安定的かつ効率的な行政運営

104 安定的な行政サービスの提供

その他の事務事業  ～

政策経営部 情報戦略課

法定事業・任意事業混在

市に事業の一部を見直す裁量あり

統計法、各統計調査規則

該当なし 該当なし

調査対象世帯、調査対象事業所、調査対象学校等

社会の情報基盤である統計調査を正確、円滑に実施し、また調査で得られた統計情報を整理提供することで、国民経済の健全な発展及び国民生
活の向上に寄与することを目的とする。

国が策定する計画に基づき、次の基幹統計調査（実地調査及びその準備）を実施する。
　国勢調査（調査周期５年）、就業構造基本調査（調査周期５年）、農林業センサス（調査周期５年）、全国家計構造調査（調査周期５年）、
経済センサス 基礎調査（調査周期５年）、経済センサス 活動調査（調査周期５年）、工業統計調査（調査周期１年※）、住宅・土地統計調査
（調査周期５年）、建設工事統計調査（調査周期１年）、学校基本調査（調査周期１年）
※工業統計調査は経済センサス 活動調査の実施年は調査内容が重複するため実施しない。

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

①
※数値の比較や推移で評価
することがなじまないため
指標の設定は行わない

-

-

- - - - -

- - - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 概ね計画通り実施した

2 市民等のニーズが増加し計画を上回った

3 社会経済状況により必要性が高まり計画を上回った

4 市民等のニーズが減少し計画を下回った

5 社会経済状況により必要性が低下し計画を下回った

6 行政サービス供給を阻害する要因があり予定通り実施できなかった

7 行政サービス供給体制に課題があり予定通り実施できなかった

8 その他

R 3年度 R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度 R 8年度

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 1

② 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 1

③ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

10,173,000 4,158,000 12,182,000 0 0 0

0 0 0 0 0 0

9,467,000 3,425,000 11,795,000 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

706,000 733,000 387,000 0 0 0

10,173,000 4,158,000 0 0 0 0

6,462,840 3,793,059 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

5,859,870 3,058,385 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

602,970 734,674 0 0 0 0

63.5% 91.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

3.20 2.20

25,071,382 17,598,506

0 0

0 0

9,544,163 15,459,109

41,078,385 36,850,674 0 0 0 0



事業の位置付けの詳細と今後の方向性

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

 B　現状のまま継続

 B　現状のまま継続

 C　見直し

 C　見直し

評価内容

５　ＰＤＣＡサイクルの確認と評価・改善の方針

評価内容

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

統計関係事業

- 2 -

R 3年度実績（Do） R 3年度評価（Check） B　現状のまま継続

次の基幹統計調査（実地調査及び準備）を実施した。
　建設工事統計調査、学校基本調査、工業統計調査、
　経済センサス調査区管理、経済センサス活動調査、
国勢調査調査区関係書類の閲覧に関する事務を実施した。
令和２年度事務報告書及び令和３年府中市統計書を作成し、市ホームページで
掲載した。

国、都の指導に基づき、予定された基幹統計調査を実施した。

□ □ □ R 3年度評価に基づく見直し（Action）

R 4年度の具体的な取組（Plan） R 4年度の方向性（Plan）

次の基幹統計調査（実地調査及び準備）を実施する。
　建設工事統計調査、学校基本調査、
　経済センサス調査区管理、経済センサス基礎調査（乙）、
　就業構造基本調査、　住宅・土地統計調査単位区設定、
国勢調査調査区関係書類の閲覧に関する事務を実施する。
令和３年度事務報告書及び令和４年府中市統計書を作成し、市ホームページで
掲載する。

実施が予定されている基幹統計調査を円滑に実施するとともに、令和５年に実
施が予定されている住宅・土地統計調査の準備を進める。

R 4年度実績（Do） R 4年度評価（Check） B　現状のまま継続

次の基幹統計調査（実地調査及び準備）を実施した。
　建設工事統計調査、学校基本調査、
　経済センサス調査区管理、経済センサス基礎調査（乙）、
　就業構造基本調査、　住宅・土地統計調査単位区設定、
国勢調査調査区関係書類の閲覧に関する事務を実施した。
令和３年度事務報告書を作成し、市ホームページで掲載した。
当初予定した令和４年府中市統計書は作成時期を見直し、令和５年度中に事務
報告書と一部統合して進めることにした。

国、都の指導に基づき、予定された基幹統計調査を実施した。

□ □ □ R 4年度評価に基づく見直し（Action）

R 5年度の具体的な取組（Plan） R 5年度の方向性（Plan）

次の基幹統計調査（実地調査及び準備）を実施する。
　建設工事統計調査、学校基本調査、
　経済センサス調査区管理、経済センサス基礎調査（乙）、
　住宅・土地統計調査、
国勢調査調査区関係書類の閲覧に関する事務を実施する。
令和４年府中市統計書を作成し、市ホームページで掲載する。

実施が予定されている基幹統計調査を円滑に実施するとともに、令和６年に実
施が予定されている令和７年国勢調査準備事務に備える。

R 6年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続

1　大幅な見直しは必要ない（右欄に理由を具体的に記載）

2　見直しには法令等の改正が必須（右欄に法令等の名称を記載）

3　現状では見直しが不可能（右欄に理由を具体的に記載）

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

基幹統計調査の実施に際し、調査の広報活動や説明会の
開催等、市の裁量で見直せる部分については、前回調査
の結果を踏まえて効果的かつ効率的な実施に努める。



６　構成事業一覧

当初予算額 決算額 当初予算額
事　業
コード

目項款会計

（単位：円）

予算事業名

統計関係事業

- 3 -

R 4年度 R 5年度R 4年度 R 5年度

1 01 10 25 05 0257000 負担金　東京都市統計協議会 5,000 5,000 5,000

2 01 10 25 10 0260500 調査員等活動費 2,836,000 2,602,582 10,064,000

3 01 10 25 10 0261000 調査事務費 1,317,000 1,185,477 2,113,000

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 4,158,000 3,793,059 12,182,000



４　事業費・人件費等の推移

（事業費）

（人件費）

（間接経費）

当 初 予 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

予 算 現 額

決 算 額

国 庫 支 出 金

（単位：円、人）

事務事業評価シート

計画値

総 コ ス ト

間 接 経 費

職 員 数

執 行 率

職 員 人 件 費

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

（※）要因の類型

根 拠 法 令 等

国土強靭化地域計画

事業種別 事 業 開 始 年 度 見 直 し の 裁 量

総合
計画

基本施策 主 担 当 部 課 名

施　　　策 事 業 類 型

交付金・補助金等の名称交付金・補助金等の申請

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

記載年月

対象年度

１　事務事業の概要

２　実施計画・実績（指標）

対 象

事 業 目 標

事 業 内 容

計画値

☑ ☑ ☑ ☑

要因の類型（※）

実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）

指標名

実 　績

基準値

（単位）

事業推移

計画値

実 　績

☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑ ☑ ☑
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☑

要因の類型（※）

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑

- 1 -

令和5年9月

令和 4年度

選挙事務 51040500

国政及び地方選挙の管理執行

3 安定的かつ効率的な行政運営

104 安定的な行政サービスの提供

主要な事務事業  ～

選挙管理委員会事務局

法定事業・任意事業混在

市に事業の一部を見直す裁量あり

公職選挙法令、府中市選挙管理委員会規程、府中市選挙事務執行規程など

該当なし 該当なし

公職の候補者・有権者

選挙の適正かつ円滑な執行並びに選挙に対する意識啓発及び投票率の向上を図る。
公職選挙法等関連法令における規制等の周知徹底を図る。

適正な選挙の執行管理に取り組む。また、有権者に対しては、選挙管理委員会、明るい選挙推進協議会及び委員会が一体となって啓発活動を実
施するとともに、確実かつ円滑・迅速な投開票事務に向けた継続的改善や、投票環境の整備改善を行う。
あわせて、若い世代が政治・選挙に関心を持つことのできる機会の創出に努める。
政治家・候補者に対しては、明るい選挙の実現や公職選挙法の禁止行為等のＰＲに努める。

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

①
※数値の比較や推移で評価
することがなじまないため
指標の設定は行わない

-

-

- - - - -

- - - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 概ね計画通り実施した

2 市民等のニーズが増加し計画を上回った

3 社会経済状況により必要性が高まり計画を上回った

4 市民等のニーズが減少し計画を下回った

5 社会経済状況により必要性が低下し計画を下回った

6 行政サービス供給を阻害する要因があり予定通り実施できなかった

7 行政サービス供給体制に課題があり予定通り実施できなかった

8 その他

R 3年度 R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度 R 8年度

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 2

② 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 1

③ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 1

218,820,000 140,278,000 225,562,000 0 0 0

0 0 0 0 0 0

213,585,000 112,773,000 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

5,235,000 27,505,000 225,562,000 0 0 0

215,722,000 145,802,000 0 0 0 0

182,995,152 128,289,461 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

177,680,397 106,315,588 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

5,314,755 21,973,873 0 0 0 0

84.8% 88.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

7.00 7.00

54,843,649 55,995,247

0 0

0 0

2,286,833 2,542,408

240,125,634 186,827,116 0 0 0 0



事業の位置付けの詳細と今後の方向性

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

 B　現状のまま継続

 B　現状のまま継続

 C　見直し

 C　見直し

評価内容

５　ＰＤＣＡサイクルの確認と評価・改善の方針

評価内容

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

選挙事務

- 2 -

R 3年度実績（Do） R 3年度評価（Check） B　現状のまま継続

　▼東京都議会議員選挙（令和３年７月４日執行）投票率（前回）50.72％（
今回）38.21％　　12.51ポイント減少
　
　▼衆議院議員選挙（令和３年10月31日執行）投票率（前回）54.54％（今回
）58.42％　3.88ポイント増加（小選挙区）

　開票については、令和元年東日本台風（台風１９号）で受けた被害により、
市立総合体育館の使用が昨年度までできなかったが、修繕が完了し、令和３年
度の２つの選挙においては使用が可能となり、無事第１体育室にて執行するこ
とができた。

□ □ □ R 3年度評価に基づく見直し（Action）

R 4年度の具体的な取組（Plan） R 4年度の方向性（Plan）

▼参議院議員選挙
   令和４年７月25日任期満了　前回投票率53.17％（東京都選出）

　任期満了による参議院議員選挙が予定されている。引き続き、公平で公正な
選挙に向け事務を遂行する。全国的に投票率が低下傾向にあることを踏まえ、
継続的に投票環境の整備を図るとともに、投票日・投票所・候補者などの選挙
に係る各種情報を様々な媒体を通じて多くの有権者へ提供していく。また、若
い世代の政治・選挙に対する意識や関心を高める取り組みもあわせて検討して
いく。

R 4年度実績（Do） R 4年度評価（Check） B　現状のまま継続

▼参議院議員選挙（令和４年７月１０日執行）投票率（前回）53.17％（今回
）57.93％　　4.76ポイント増加　※東京都選出
　

期日前投票所の開設日数や時間延長を行い、多くの方の投票機会の拡充を行う
ことができた。また、開票においては、東京都選出の分類は従来どおり、分類
ケースを使い事務従事者が手作業で行い、比例代表選出において読取分類機を
４台使用し開票の迅速化を図ることにより、効果的に作業を進み開票時間の短
縮を図ることができた。

□ □ □ R 4年度評価に基づく見直し（Action）

R 5年度の具体的な取組（Plan） R 5年度の方向性（Plan）

▼府中市議会議員選挙
　令和５年４月２９日任期満了　投票率（前回）46.64％
▼府中市長選挙
　令和６年２月９日任期満了　投票率（前回）31.92％

　任期満了による府中市議会議員選挙および府中市長選挙が予定されている。
引き続き、公平で公正な選挙に向け事務を遂行する。全国的に投票率が低下傾
向にあることを踏まえ、継続的に投票環境の整備を図るとともに、投票日、投
票所、候補者などの選挙に関わる各種情報を様々な媒体を通じて多くの有権者
へ提供していく。また、若い世代の政治・選挙に対する意識や関心を高める取
り組みもあわせて検討していく。

R 6年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続

1　大幅な見直しは必要ない（右欄に理由を具体的に記載）

2　見直しには法令等の改正が必須（右欄に法令等の名称を記載）

3　現状では見直しが不可能（右欄に理由を具体的に記載）

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

2

選挙は公職選挙法に基づき執行されており、見直しは法
改正による。



６　構成事業一覧

当初予算額 決算額 当初予算額
事　業
コード

目項款会計

（単位：円）

予算事業名

選挙事務

- 3 -

R 4年度 R 5年度R 4年度 R 5年度

1 01 10 20 05 0231000 選挙管理委員会運営費 3,839,000 3,828,000 3,839,000

2 01 10 20 05 0233000 負担金　選挙管理委員会連合会 183,000 182,800 210,000

3 01 10 20 10 0235000 啓発普及費 1,196,000 1,083,524 1,232,000

4 01 10 20 20 0238000 職員給与費等 24,092,000 20,517,657

5 01 10 20 20 0239000 選挙事務運営費 88,681,000 85,934,449

6 01 10 20 35 0244200 負担金　選挙公営費 38,917,000

7 01 10 20 35 0246000 職員給与費等 890,000 397,501 17,700,000

8 01 10 20 35 0247000 選挙事務運営費 21,397,000 16,345,530 43,504,000

9 01 10 20 35 0247500 選挙事務運営費（債務負担行為解消分） 26,160,000

10 01 10 20 40 0244500 負担金　選挙公営費 5,590,000

11 01 10 20 40 0251000 職員給与費等 17,171,000

12 01 10 20 40 0254650 選挙事務運営費 71,239,000

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 140,278,000 128,289,461 225,562,000



４　事業費・人件費等の推移

（事業費）

（人件費）

（間接経費）

当 初 予 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

予 算 現 額

決 算 額

国 庫 支 出 金

（単位：円、人）

事務事業評価シート

計画値

総 コ ス ト

間 接 経 費

職 員 数

執 行 率

職 員 人 件 費

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

（※）要因の類型

根 拠 法 令 等

国土強靭化地域計画

事業種別 事 業 開 始 年 度 見 直 し の 裁 量

総合
計画

基本施策 主 担 当 部 課 名

施　　　策 事 業 類 型

交付金・補助金等の名称交付金・補助金等の申請

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

記載年月

対象年度

１　事務事業の概要

２　実施計画・実績（指標）

対 象

事 業 目 標

事 業 内 容

計画値

☑ ☑ ☑ ☑

要因の類型（※）

実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）

指標名

実 　績

基準値

（単位）

事業推移

計画値

実 　績

☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑ ☑ ☑
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☑

要因の類型（※）

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑

- 1 -

令和5年9月

令和 4年度

秘書事務 51040600

市長及び副市長の秘書事務

3 安定的かつ効率的な行政運営

104 安定的な行政サービスの提供

主要な事務事業 昭和29年度 ～

政策経営部 秘書広報課

任意事業

市に事業を見直す裁量はない

府中市表彰条例（市民表彰事業のみ）

該当なし 該当なし

市長、副市長（市民表彰事業については、表彰対象者）

理事者の顔が見える行政運営に対する市民の期待の高まりに、的確に応える。

決裁文書の受付・回付、日程調整、電話応対、来客応接、交際費管理等。市民表彰事業については、表彰対象者の審査・決定及び表彰式の運営
。

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

①
※数値の比較や推移で評価
することがなじまないため
指標の設定は行わない

-

-

- - - - -

- - - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 概ね計画通り実施した

2 市民等のニーズが増加し計画を上回った

3 社会経済状況により必要性が高まり計画を上回った

4 市民等のニーズが減少し計画を下回った

5 社会経済状況により必要性が低下し計画を下回った

6 行政サービス供給を阻害する要因があり予定通り実施できなかった

7 行政サービス供給体制に課題があり予定通り実施できなかった

8 その他

R 3年度 R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度 R 8年度

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 2

② 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 1

③ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

6,472,000 6,386,000 6,398,000 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

6,472,000 6,386,000 6,398,000 0 0 0

6,472,000 6,376,000 0 0 0 0

6,054,735 6,119,155 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

6,054,735 6,119,155 0 0 0 0

93.6% 96.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

4.00 4.00

31,339,228 31,997,284

0 0

0 0

1,333,986 1,884,822

38,727,949 40,001,261 0 0 0 0



事業の位置付けの詳細と今後の方向性

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

 B　現状のまま継続

 B　現状のまま継続

 C　見直し

 C　見直し

評価内容

５　ＰＤＣＡサイクルの確認と評価・改善の方針

評価内容

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

秘書事務

- 2 -

R 3年度実績（Do） R 3年度評価（Check） B　現状のまま継続

▼理事者の日程調整、電話応対、来客応接
▼決裁文書の受付・回付
▼交際費の管理
▼市民表彰
▼全国市長会総会、分科会（各１回）関東支部総会（書面開催）
▼都市区長会総会（１回）、都市長会全体会（計８回）
▼全国都市問題会議（中止）

・秘書業務については、理事者スケジュールをシステム管理し的確かつ迅
速に進めた。
・市民表彰事業については、新型コロナウイルス感染症対策を講じながら市民
生活と文化の向上に特に功労があった者を適正に表彰した。
・市長会については、オンライン対応する整備を行った。また、自治体相互の
交流や情報交換を進め、各市と連携を取りながら行政課題の解決に取組める体
制づくりの構築を図った。

□ □ □ R 3年度評価に基づく見直し（Action）

R 4年度の具体的な取組（Plan） R 4年度の方向性（Plan）

▼理事者の日程調整、電話応対、来客応接
▼決裁文書の受付・回付
▼交際費の管理
▼市民表彰
▼全国市長会総会、分科会、関東支部総会（各１回）
▼都市区長会総会（１回）、都市長会全体会（計８回）
▼全国都市問題会議（１回）

・秘書業務については、今後も的確かつ迅速に進める。
・市民表彰事業については、市民生活と文化の向上に特に功労があった者を適
正に表彰する。また、記念品の見直し等も行っていく。
・市長会については、これまでと同様に、自治体相互の交流や情報交換を円滑
に進め、各市と連携をとりながら行政課題の解決に取り組める体制づくりを行
う。

R 4年度実績（Do） R 4年度評価（Check） B　現状のまま継続

▼理事者の日程調整、電話応対、来客応接
▼決裁文書の受付・回付
▼交際費の管理
▼市民表彰
▼全国市長会総会、分科会、関東支部総会（各１回）
▼都市区長会総会（１回）、都市長会全体会（計８回）
▼全国都市問題会議（１回）

・秘書業務については、理事者スケジュールをシステム管理し的確かつ迅
速に進めた。
・市民表彰事業については、新型コロナウイルス感染症対策を講じながら
、市民生活と文化の向上に特に功労があった者を適正に表彰した。
・市長会については、オンライン対応及びコロナ禍以前と同様の会議体に対応
した。また、自治体相互の交流や情報交換を進め、各市と連携を取りながら行
政課題の解決に取組める体制づくりの構築を図った。

□ □ □ R 4年度評価に基づく見直し（Action）

R 5年度の具体的な取組（Plan） R 5年度の方向性（Plan）

▼理事者の日程調整、電話応対、来客応接
▼決裁文書の受付・回付
▼交際費の管理
▼市民表彰
▼全国市長会総会、分科会、関東支部総会（各１回）
▼都市区長会総会（１回）、都市長会全体会（計８回）
▼全国都市問題会議（１回）

・秘書業務については、今後も的確かつ迅速に進める。
・市民表彰事業については、市民生活と文化の向上に特に功労があった者を適
正に表彰する。
・市長会については、これまでと同様に、自治体相互の交流や情報交換を円滑
に進め、各市と連携をとりながら行政課題の解決に取り組める体制づくりを行
う。

R 6年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続

1　大幅な見直しは必要ない（右欄に理由を具体的に記載）

2　見直しには法令等の改正が必須（右欄に法令等の名称を記載）

3　現状では見直しが不可能（右欄に理由を具体的に記載）

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

・秘書事務は今後も的確かつ迅速に進める。新庁舎移転
や庁内システムの変更等により運用方法の変更が求めら
れることがあると考えられるが、社会状況等の環境変化
により事務が滞らないように対応を行っていく。
・市民表彰事業については、令和６年度の周年事業を見
据えながら、適正に表彰を行っていく。
・市長会については、自治体相互の交流や情報交換を円
滑に進め、各市と連携をとりながら行政課題の解決に取
り組める体制づくりを行う。



６　構成事業一覧

当初予算額 決算額 当初予算額
事　業
コード

目項款会計

（単位：円）

予算事業名

秘書事務

- 3 -

R 4年度 R 5年度R 4年度 R 5年度

1 01 10 05 05 0035500 市民表彰事業費 1,177,000 910,155 1,145,000

2 01 10 05 05 0036000 負担金　市長会 5,179,000 5,179,000 5,223,000

3 01 10 05 05 0038000 負担金　全国都市問題会議 20,000 20,000 20,000

4 01 10 05 05 0038500 負担金　全国都市問題会議 10,000 10,000 10,000

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 6,386,000 6,119,155 6,398,000



４　事業費・人件費等の推移

（事業費）

（人件費）

（間接経費）

当 初 予 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

予 算 現 額

決 算 額

国 庫 支 出 金

（単位：円、人）

事務事業評価シート

計画値

総 コ ス ト

間 接 経 費

職 員 数

執 行 率

職 員 人 件 費

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

（※）要因の類型

根 拠 法 令 等

国土強靭化地域計画

事業種別 事 業 開 始 年 度 見 直 し の 裁 量

総合
計画

基本施策 主 担 当 部 課 名

施　　　策 事 業 類 型

交付金・補助金等の名称交付金・補助金等の申請

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

記載年月

対象年度

１　事務事業の概要

２　実施計画・実績（指標）

対 象

事 業 目 標

事 業 内 容

計画値

☑ ☑ ☑ ☑

要因の類型（※）

実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）

指標名

実 　績

基準値

（単位）

事業推移

計画値

実 　績

☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑ ☑ ☑

３　成果（参考情報）　現状分析 321

☑

要因の類型（※）

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑

- 1 -

令和5年9月

令和 4年度

契約事務 51040700

売買、賃借、請負その他の契約に関する事務

3 安定的かつ効率的な行政運営

104 安定的な行政サービスの提供

主要な事務事業  ～

総務管理部 契約課

法定事業

市に事業の一部を見直す裁量あり

地方自治法及び府中市契約事務規則

該当なし 該当なし

入札参加資格のある業者

公正性かつ透明性のある契約事務を遂行することにより、適正な財務執行を実現するとともに、各事業の円滑な実施を図る。

・工事請請負、設計、測量及び工事監理に関する契約事務
・物品の購入、修繕、賃貸、売却及び委託等に関する契約事務
・入札等監視委員会の議事運営

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

①
※数値の比較や推移で評価
することがなじまないため
指標の設定は行わない

-

-

- - - - -

- - - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 概ね計画通り実施した

2 市民等のニーズが増加し計画を上回った

3 社会経済状況により必要性が高まり計画を上回った

4 市民等のニーズが減少し計画を下回った

5 社会経済状況により必要性が低下し計画を下回った

6 行政サービス供給を阻害する要因があり予定通り実施できなかった

7 行政サービス供給体制に課題があり予定通り実施できなかった

8 その他

R 3年度 R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度 R 8年度

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 2

② 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 1

③ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

1,739,000 1,705,000 1,640,000 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

1,739,000 1,705,000 1,640,000 0 0 0

1,805,000 1,705,000 0 0 0 0

1,706,058 1,570,282 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

1,706,058 1,570,282 0 0 0 0

94.5% 92.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

8.00 8.00

62,678,456 63,994,568

0 0

0 0

903 859

64,385,417 65,565,709 0 0 0 0



事業の位置付けの詳細と今後の方向性

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

 B　現状のまま継続

 B　現状のまま継続

 C　見直し

 C　見直し

評価内容

５　ＰＤＣＡサイクルの確認と評価・改善の方針

評価内容

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

契約事務

- 2 -

R 3年度実績（Do） R 3年度評価（Check） A　重点化・拡大して継続

契約制度の見直しとして、条件付一般競争入札の拡大や総合評価方式の実施、
予定価格の公表等を行った。
新たに設置した府中市入札等監視委員会については、年３回開催し、入札及び
契約手続の運用状況等の審査及び評価を行った。

左記の各取組を実施したことにより、履行内容の品質確保や不正な働きかけの
防止など、公正性かつ透明性のある契約制度を実現することができた。

□ □ □ R 3年度評価に基づく見直し（Action）

R 4年度の具体的な取組（Plan） R 4年度の方向性（Plan）

見直した各取組を令和４年度も引き続き行い、その中で見えてくる課題等の抽
出に努めていく。
入札等監視委員会については、答申書の作成を見据えた進行管理を行っていく
。
公契約条例については、昨年度実施したアンケートの結果を分析し、課題の抽
出等に取り組んでいく。

左記の取り組むべき課題の検証に着手し、契約制度の更なる見直しが図れるよ
う努めていく。

R 4年度実績（Do） R 4年度評価（Check） B　現状のまま継続

令和３年１０月より開始した条件付一般競争入札の拡大、総合評価方式の実施
、予定価格の公表については、大きな問題となることはなく、安定した運用を
実現することが出来た。
また、府中市入札等監視委員会については、当初の予定どおり年３回開催し、
入札及び契約手続の運用状況等の審査及び評価を行った。

想定どおりの契約事務を進めることができ、履行内容の品質確保や不正な働き
かけの防止といった、公正性かつ透明性のある契約制度を実現することができ
た。

□ □ □ R 4年度評価に基づく見直し（Action）

R 5年度の具体的な取組（Plan） R 5年度の方向性（Plan）

契約事務については、引き続き安定した運用に努めていくとともに、課題等の
抽出も行っていく。
入札等監視委員会については、引き続き、入札及び契約手続の運用状況等の審
査及び評価を行い、競争性及び公平性が確保されたものとなるよう努めていく
。
公契約条例については、他自治体における制定過程の調査や事業者等との意見
交換などに取り組んでいく。

左記の取り組むべき課題の検証に着手し、契約制度の更なる見直しが図れるよ
う努めていく。

R 6年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続

1　大幅な見直しは必要ない（右欄に理由を具体的に記載）

2　見直しには法令等の改正が必須（右欄に法令等の名称を記載）

3　現状では見直しが不可能（右欄に理由を具体的に記載）

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

透明性・公正性・競争性が確保できた契約事務を遂行で
きるよう取り組んでいく。



６　構成事業一覧

当初予算額 決算額 当初予算額
事　業
コード

目項款会計

（単位：円）

予算事業名

契約事務

- 3 -

R 4年度 R 5年度R 4年度 R 5年度

1 01 10 05 05 0021800 入札等監視委員会運営費 101,000 100,672 101,000

2 01 10 05 05 0033000 契約事務管理費 1,604,000 1,469,610 1,539,000

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 1,705,000 1,570,282 1,640,000



４　事業費・人件費等の推移

（事業費）

（人件費）

（間接経費）

当 初 予 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

予 算 現 額

決 算 額

国 庫 支 出 金

（単位：円、人）

事務事業評価シート

計画値

総 コ ス ト

間 接 経 費

職 員 数

執 行 率

職 員 人 件 費

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

（※）要因の類型

根 拠 法 令 等

国土強靭化地域計画

事業種別 事 業 開 始 年 度 見 直 し の 裁 量

総合
計画

基本施策 主 担 当 部 課 名

施　　　策 事 業 類 型

交付金・補助金等の名称交付金・補助金等の申請

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

記載年月

対象年度

１　事務事業の概要

２　実施計画・実績（指標）

対 象

事 業 目 標

事 業 内 容

計画値

☑ ☑ ☑ ☑

要因の類型（※）

実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）

指標名

実 　績

基準値

（単位）

事業推移

計画値

実 　績

☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑ ☑ ☑

３　成果（参考情報）　現状分析 321

☑

要因の類型（※）

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑

- 1 -

令和5年9月

令和 4年度

監査事務 51040800

監査等の実施

3 安定的かつ効率的な行政運営

104 安定的な行政サービスの提供

主要な事務事業  ～

監査事務局

法定事業

市に事業を見直す裁量はない

地方自治法

該当なし 該当なし

市の財務に関する事務の執行、経営に係る事業の管理または市の事務の執行

市の事業等が、法令等に従って適正に行われているか、合理的、効率的、経済的に行われているか監査し、もって住民の福祉の増進と地方自治
本旨の実現に寄与する。

　監査委員は、市長の指揮監督の外にある独立機関として設置されており、計４名の委員で構成されています。監査委員は合理的かつ効率的な
行政運営を確保するため、市の財務に関する事務の執行や、経営に係る事業の管理について、法令等に従って適正に行われているか、合理的、
効率的、経済的に行われているかといった観点から監査を実施します。
　監査事務局は監査委員の事務を補助するための機関で、主に次の事務を行っています。
　・監査、検査及び審査および資料の収集に関すること。
　・監査、検査及び審査の実施計画に関すること。
　・監査結果の報告及び公表並びに意見書の提出に関すること。

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

①
※数値の比較や推移で評価
することがなじまないため
指標の設定は行わない

-

-

- - - - -

- - - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 概ね計画通り実施した

2 市民等のニーズが増加し計画を上回った

3 社会経済状況により必要性が高まり計画を上回った

4 市民等のニーズが減少し計画を下回った

5 社会経済状況により必要性が低下し計画を下回った

6 行政サービス供給を阻害する要因があり予定通り実施できなかった

7 行政サービス供給体制に課題があり予定通り実施できなかった

8 その他

R 3年度 R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度 R 8年度

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 1

② 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 1

③ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

4,278,000 4,278,000 4,278,000 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

4,278,000 4,278,000 4,278,000 0 0 0

4,278,000 4,278,000 0 0 0 0

4,028,000 4,057,000 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

4,028,000 4,057,000 0 0 0 0

94.2% 94.8% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

5.00 5.00

39,174,035 39,996,605

0 0

0 0

801,408 766,102

44,003,443 44,819,707 0 0 0 0



事業の位置付けの詳細と今後の方向性

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

 B　現状のまま継続

 B　現状のまま継続

 C　見直し

 C　見直し

評価内容

５　ＰＤＣＡサイクルの確認と評価・改善の方針

評価内容

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

監査事務

- 2 -

R 3年度実績（Do） R 3年度評価（Check） B　現状のまま継続

▼決算審査
▼基金の運用状況審査
▼財政健全化判断比率等審査
▼定期監査
▼財政援助団体監査／出資団体監査／指定管理者監査
▼例月出納検査など

監査基準に基づき、定期監査においてリスク・アプローチなど新たな手法
を導入した監査を実施すると共に、監査実施結果に係る措置状況の公表に
向けての整備を行った。
なお、公表については令和４年度に実施済みである。
また、当該年度の決算審査については、下水道事業の公営企業会計導入後
、初年度の決算となり、各種様式の見直し等を実施した

□ □ □ R 3年度評価に基づく見直し（Action）

R 4年度の具体的な取組（Plan） R 4年度の方向性（Plan）

▼決算審査
▼基金の運用状況審査
▼財政健全化判断比率等審査
▼定期監査
▼財政援助団体監査／出資団体監査／指定管理者監査
▼例月出納検査など

監査基準に基づき、リスク・アプローチについては段階的に導入及び整備
を進めていく。

R 4年度実績（Do） R 4年度評価（Check） B　現状のまま継続

▼決算審査
▼基金の運用状況審査
▼財政健全化判断比率等審査
▼定期監査
▼財政援助団体監査／出資団体監査／指定管理者監査
▼住民監査
▼例月出納検査など

監査基準に基づき、定期監査においてリスク・アプローチなど新たな手法
を導入した監査を実施すると共に、監査実施結果に係る措置状況の公表を行っ
た。
なお、当該年度に住民監査請求があったため、監査を実施した。

□ □ □ R 4年度評価に基づく見直し（Action）

R 5年度の具体的な取組（Plan） R 5年度の方向性（Plan）

▼決算審査
▼基金の運用状況審査
▼財政健全化判断比率等審査
▼定期監査
▼財政援助団体監査／出資団体監査／指定管理者監査
▼例月出納検査など

監査基準に基づき、リスク・アプローチの手法等を導入した各種監査を実施す
る。

R 6年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続

1　大幅な見直しは必要ない（右欄に理由を具体的に記載）

2　見直しには法令等の改正が必須（右欄に法令等の名称を記載）

3　現状では見直しが不可能（右欄に理由を具体的に記載）

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

・監査基準に基づき、リスク・アプローチの手法等を導
入した各種監査を実施する。 実施にあたっては、引き
続き監査対象部署への事前ヒアリングを行ったうえで、
制度の周知を図っていく。
・市執行部による内部統制制度導入の準備が本格化した
場合は、関係部署と連携し、同制度を踏まえた監査実施
体制を整備する。　
・全庁職員対象の企業会計等に係る研修の実施について
、監査事務局による研修実施のみならず、市執行部主体
の取組を促す。　



６　構成事業一覧

当初予算額 決算額 当初予算額
事　業
コード

目項款会計

（単位：円）

予算事業名

監査事務

- 3 -

R 4年度 R 5年度R 4年度 R 5年度

1 01 10 30 05 0262500 監査委員活動費 4,176,000 3,972,000 4,176,000

2 01 10 30 05 0264000 負担金　監査委員会 102,000 85,000 102,000

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 4,278,000 4,057,000 4,278,000



４　事業費・人件費等の推移

（事業費）

（人件費）

（間接経費）

当 初 予 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

予 算 現 額

決 算 額

国 庫 支 出 金

（単位：円、人）

事務事業評価シート

計画値

総 コ ス ト

間 接 経 費

職 員 数

執 行 率

職 員 人 件 費

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

（※）要因の類型

根 拠 法 令 等

国土強靭化地域計画

事業種別 事 業 開 始 年 度 見 直 し の 裁 量

総合
計画

基本施策 主 担 当 部 課 名

施　　　策 事 業 類 型

交付金・補助金等の名称交付金・補助金等の申請

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

記載年月

対象年度

１　事務事業の概要

２　実施計画・実績（指標）

対 象

事 業 目 標

事 業 内 容

計画値

☑ ☑ ☑ ☑

要因の類型（※）

実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）

指標名

実 　績

基準値

（単位）

事業推移

計画値

実 　績

☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑ ☑ ☑

３　成果（参考情報）　現状分析 321

☑

要因の類型（※）

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑

- 1 -

令和5年9月

令和 4年度

決算書等作成事務 51040900

当該年度の決算を調製し、決算書（一般会計・特別会計）、決算参考資料、及び財産に関する調書等を作成、公開する。

3 安定的かつ効率的な行政運営

104 安定的な行政サービスの提供

主要な事務事業  ～

会計課

法定事業

市に事業の一部を見直す裁量あり

自治法第１７・２３３条、自治法施行令第１６６条、自治法施行規則第１６条、会計事務規則

該当なし 該当なし

全市民、市議会議員、監査委員、職員

本市の会計事務の妥当性及び財政運営の状況の評価・検討材料として、予算執行における科目ごとの実績値を整理し、広く一般に公開すること
によって、本市の健全財政の確保を図る。

当該年度の決算を調製し、決算書（一般会計・特別会計）、決算参考資料、及び財産に関する調書等を作成、公開する。

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

①
※数値の比較や推移で評価
することがなじまないため
指標の設定は行わない

-

-

- - - - -

- - - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 概ね計画通り実施した

2 市民等のニーズが増加し計画を上回った

3 社会経済状況により必要性が高まり計画を上回った

4 市民等のニーズが減少し計画を下回った

5 社会経済状況により必要性が低下し計画を下回った

6 行政サービス供給を阻害する要因があり予定通り実施できなかった

7 行政サービス供給体制に課題があり予定通り実施できなかった

8 その他

R 3年度 R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度 R 8年度

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 1

② 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 1

③ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

1,186,000 1,226,000 1,636,000 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

1,186,000 1,226,000 1,636,000 0 0 0

1,186,000 1,226,000 0 0 0 0

1,084,076 1,053,690 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

1,084,076 1,053,690 0 0 0 0

91.4% 85.9% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

2.35 2.35

18,407,993 18,794,521

0 0

0 0

417,485 360,850

19,909,554 20,209,061 0 0 0 0



事業の位置付けの詳細と今後の方向性

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

 B　現状のまま継続

 B　現状のまま継続

 C　見直し

 C　見直し

評価内容

５　ＰＤＣＡサイクルの確認と評価・改善の方針

評価内容

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

決算書等作成事務

- 2 -

R 3年度実績（Do） R 3年度評価（Check） B　現状のまま継続

該年度の決算を調製し、決算書（一般会計・特別会計・公営企業会計）、決算
参考資料及び財産に関する帳票を作成し、公開した。

一般会計決算書　　　　　　　　　　　３３５冊
特別会計・公営企業会計決算書　　２９０冊
決算参考資料　　　　　　　　　　　　　３３５冊

当該年度の決算を調製し、決算書(一般会計・特別会計・公営企業会計）、決
算参考資料及び財産に関する調書を作成し、公開できた。

□ □ □ R 3年度評価に基づく見直し（Action）

R 4年度の具体的な取組（Plan） R 4年度の方向性（Plan）

当該年度の決算を調整し、決算書（一般会計・特別会計・公営企業会計）決算
参考資料及び財産に関する調書を作成し、公開する。

当該年度の決算を調整し、決算書（一般会計・特別会計・公営企業会計）決算
参考資料及び財産に関する調書を作成し、公開する。

R 4年度実績（Do） R 4年度評価（Check） B　現状のまま継続

当該年度の決算を調製し、決算書（一般会計・特別会計・公営企業会計）、決
算参考資料及び財産に関する帳票を作成し、公開した。

一般会計決算書　　　　　　　　　　　３３５冊
特別会計・公営企業会計決算書　　２９０冊
決算参考資料　　　　　　　　　　　　　３３５冊

当該年度の決算を調製し、決算書(一般会計・特別会計・公営企業会計）、決
算参考資料及び財産に関する調書を作成し、公開できた。

□ □ □ R 4年度評価に基づく見直し（Action）

R 5年度の具体的な取組（Plan） R 5年度の方向性（Plan）

当該年度の決算を調整し、決算書（一般会計・特別会計・公営企業会計）決算
参考資料及び財産に関する調書を作成し、公開する。なお今後については、市
の発行するその他文書のデジタル化に合わせ発行形式の変更を検討していく。

当該年度の決算を調整し、決算書（一般会計・特別会計・公営企業会計）決算
参考資料及び財産に関する調書を作成し、公開する。なお今後については、市
の発行するその他文書のデジタル化に合わせ発行形式の変更を検討していく。

R 6年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続

1　大幅な見直しは必要ない（右欄に理由を具体的に記載）

2　見直しには法令等の改正が必須（右欄に法令等の名称を記載）

3　現状では見直しが不可能（右欄に理由を具体的に記載）

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

決算書の調製は、地方自治法１７０条及び２３３条によ
り、会計管理者がこれを司ると規定されているので、会
計課に限れた事務であることから、他の事務との統合等
は考えづらい。
なお今後については、市の発行するその他文書のデジタ
ル化に合わせ発行形式の変更を検討していく。



６　構成事業一覧

当初予算額 決算額 当初予算額
事　業
コード

目項款会計

（単位：円）

予算事業名

決算書等作成事務

- 3 -

R 4年度 R 5年度R 4年度 R 5年度

1 01 10 05 20 0121000 決算書等作成費 1,226,000 1,053,690 1,636,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 1,226,000 1,053,690 1,636,000



４　事業費・人件費等の推移

（事業費）

（人件費）

（間接経費）

当 初 予 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

予 算 現 額

決 算 額

国 庫 支 出 金

（単位：円、人）

事務事業評価シート

計画値

総 コ ス ト

間 接 経 費

職 員 数

執 行 率

職 員 人 件 費

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

（※）要因の類型

根 拠 法 令 等

国土強靭化地域計画

事業種別 事 業 開 始 年 度 見 直 し の 裁 量

総合
計画

基本施策 主 担 当 部 課 名

施　　　策 事 業 類 型

交付金・補助金等の名称交付金・補助金等の申請

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

記載年月

対象年度

１　事務事業の概要

２　実施計画・実績（指標）

対 象

事 業 目 標

事 業 内 容

計画値

☑ ☑ ☑ ☑

要因の類型（※）

実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）

指標名

実 　績

基準値

（単位）

事業推移

計画値

実 　績

☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑ ☑ ☑

３　成果（参考情報）　現状分析 321

☑

要因の類型（※）

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑

- 1 -

令和5年9月

令和 4年度

出納事務 51041000

現金及び有価証券の出納・保管、小切手の振出、物品の出納・保管等

3 安定的かつ効率的な行政運営

104 安定的な行政サービスの提供

主要な事務事業  ～

会計課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

自治法第１７条、会計事務規則

該当なし 該当なし

全市民、金融機関、職員

公金に係る出納事務を法令等に基づき適正・確実に処理する。

・現金及び有価証券の出納・保管、小切手の振出、物品の出納・保管等
・法令等に基づく予算執行票の審査及び適正な予算執行
・公金の安全な管理及び効率的な運用

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

①
※数値の比較や推移で評価
することがなじまないため
指標の設定は行わない

-

-

- - - - -

- - - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 概ね計画通り実施した

2 市民等のニーズが増加し計画を上回った

3 社会経済状況により必要性が高まり計画を上回った

4 市民等のニーズが減少し計画を下回った

5 社会経済状況により必要性が低下し計画を下回った

6 行政サービス供給を阻害する要因があり予定通り実施できなかった

7 行政サービス供給体制に課題があり予定通り実施できなかった

8 その他

R 3年度 R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度 R 8年度

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 1

② 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 1

③ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

29,501,000 36,628,000 39,357,000 0 0 0

0 10,000 0 0 0 0

27,000 30,000 112,000 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

29,474,000 36,588,000 39,245,000 0 0 0

36,863,000 43,319,000 0 0 0 0

31,313,799 34,180,851 0 0 0 0

4,571,580 3,937,780 0 0 0 0

30,898 33,230 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

26,711,321 30,209,841 0 0 0 0

84.9% 78.9% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

8.65 8.65

67,774,884 69,198,010

0 0

0 0

1,537,111 1,328,591

100,625,794 104,707,452 0 0 0 0



事業の位置付けの詳細と今後の方向性

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

 B　現状のまま継続

 B　現状のまま継続

 C　見直し

 C　見直し

評価内容

５　ＰＤＣＡサイクルの確認と評価・改善の方針

評価内容

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

出納事務

- 2 -

R 3年度実績（Do） R 3年度評価（Check） B　現状のまま継続

現金及び有価証券の出納・保管、小切手の振出、物品の出納保管等に係る事務
、また予算執行票の審査及び出納・支払い事務を法令に基づき審査し、適正か
つ円滑に行った。
基金及び歳計現金の運用について、日々の資金繰りに支障を来たさぬよう配慮
し、安全性の高い金融機関を選定し、資金の分散化と効率的な運用に努めた。
また、公金収納日計処理委託を年間通して行い、既存事業の効率化を図った。

出納事務を法令に基づき、適正かつ安全に処理できた。公金の運用を資金計画
や日々の資金繰りに配慮し、安全性を最優先にリスクの最小限化に努めること
ができた。
平成28年より続く日本銀行のマイナス金利政策や新型コロナウイルス感染症対
策に伴う規制により、継続して金利が低いままであるが、預託期間等の見直し
や債券購入により、効果的な運用ができた。
公金収納日計処理委託を円滑かつ確実に年間実施することができた。

□ □ □ R 3年度評価に基づく見直し（Action）

R 4年度の具体的な取組（Plan） R 4年度の方向性（Plan）

現金及び有価証券の出納・保管、小切手の振出、物品の出納保管等に係る事務
、また予算執行票の審査及び出納・支払い事務全般を法令に基づき審査し、適
正かつ円滑に行う。
公金収納日計処理委託を適正かつ円滑に実施する。
基金及び歳計現金の運用について、日々の資金繰りに支障を来たさぬよう配慮
し、安全性の高い金融機関を選定し、資金の分散化と効率的な運用に努める。

予算執行及び現金・物品等出納事務を、法令を遵守し適正かつ確実に処理する
。公金収納日計処理委託を適切に実施し、盤石な事業運営を図る。
公金運用に係り、資金計画や資金操り配慮し、安全性を最優先にリスクの最小
限化に努める。またマイナス金利政策と、昨今の厳しい経済情報により、引き
続き低金利が見込まれるため、創意工夫して効果的な運用を行う。

R 4年度実績（Do） R 4年度評価（Check） B　現状のまま継続

現金及び有価証券の出納・保管、小切手の振出、物品の出納保管等に係る事務
、また予算執行票の審査及び出納・支払い事務を法令に基づき審査し、適正か
つ円滑に行った。
基金及び歳計現金の運用について、日々の資金繰りに支障を来たさぬよう配慮
し、安全性の高い金融機関を選定し、資金の分散化と効率的な運用に努めた。
また、公金収納日計処理委託を年間通して行い、既存事業の効率化を図った。

出納事務を法令に基づき、適正かつ安全に処理できた。公金の運用を資金計画
や日々の資金繰りに配慮し、安全性を最優先にリスクの最小限化に努めること
ができた。
平成28年より続く日本銀行のマイナス金利政策や新型コロナウイルス感染症対
策に伴う規制により、継続して金利が低いままであるが、預託期間等の見直し
や債券購入により、効果的な運用ができた。
公金収納日計処理委託を円滑かつ確実に年間実施することができた。

□ □ □ R 4年度評価に基づく見直し（Action）

R 5年度の具体的な取組（Plan） R 5年度の方向性（Plan）

現金及び有価証券の出納・保管、小切手の振出、物品の出納保管等に係る事務
、また予算執行票の審査及び出納・支払い事務全般を法令に基づき審査し、適
正かつ円滑に行う。
公金収納日計処理委託を適正かつ円滑に実施する。
基金及び歳計現金の運用について、日々の資金繰りに支障を来たさぬよう配慮
し、安全性の高い金融機関を選定し、資金の分散化と効率的な運用に努める。

予算執行及び現金・物品等出納事務を、法令を遵守し適正かつ確実に処理する
。公金収納日計処理委託を適切に実施し、盤石な事業運営を図る。
公金運用に係り、資金計画や資金繰りに配慮し、安全性を最優先にリスクの最
小限化に努める。またマイナス金利政策と、新型コロナウイルス感染症対策に
伴う規制により厳しい経済情勢により、引き続き低金利が見込まれるため、工
夫して効果的な運用を行う。

R 6年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続

1　大幅な見直しは必要ない（右欄に理由を具体的に記載）

2　見直しには法令等の改正が必須（右欄に法令等の名称を記載）

3　現状では見直しが不可能（右欄に理由を具体的に記載）

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

出納事務は公金の収納及び支出を行うという、市の業務
の中で基本的かつ重要な事業である。
その性質上、他の事務との統合は考えづらいため、現状
のままの継続が妥当である。



６　構成事業一覧

当初予算額 決算額 当初予算額
事　業
コード

目項款会計

（単位：円）

予算事業名

出納事務

- 3 -

R 4年度 R 5年度R 4年度 R 5年度

1 01 10 05 20 0122000 公金取扱費 36,628,000 33,586,081 39,357,000

2 01 10 05 20 0122001 公金取扱費 0 594,770

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 36,628,000 34,180,851 39,357,000



４　事業費・人件費等の推移

（事業費）

（人件費）

（間接経費）

当 初 予 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

予 算 現 額

決 算 額

国 庫 支 出 金

（単位：円、人）

事務事業評価シート

計画値

総 コ ス ト

間 接 経 費

職 員 数

執 行 率

職 員 人 件 費

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

（※）要因の類型

根 拠 法 令 等

国土強靭化地域計画

事業種別 事 業 開 始 年 度 見 直 し の 裁 量

総合
計画

基本施策 主 担 当 部 課 名

施　　　策 事 業 類 型

交付金・補助金等の名称交付金・補助金等の申請

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

記載年月

対象年度

１　事務事業の概要

２　実施計画・実績（指標）

対 象

事 業 目 標

事 業 内 容

計画値

☑ ☑ ☑ ☑

要因の類型（※）

実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）

指標名

実 　績

基準値

（単位）

事業推移

計画値

実 　績

☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑ ☑ ☑

３　成果（参考情報）　現状分析 321

☑

要因の類型（※）

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑

- 1 -

令和5年9月

令和 4年度

職員福利厚生事務 51050100

職員の健康管理のための各種健診、産業医等による健康相談及び被服貸与等

3 安定的かつ効率的な行政運営

105 市民ニーズや行政課題に的確に対応できる人材の育成

その他の事務事業  ～

総務管理部 職員課

法定事業・任意事業混在

市に事業見直しの裁量あり

地方公務員法第４２条、労働安全衛生法

該当なし 該当なし

全職員

職員の健康の保持増進と福利厚生の充実を図る。

定期健康診断（人間ドック代用含む）、ストレスチェックの実施
産業医による健康相談・保健指導の実施
被服貸与
職員互助会への補助

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

①定期健康診断（人間ドック
代用含む）の実施率

99.5

%

100 100 100 100 100

99.8 - - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □

基準値より上昇したものの、人間ドック等の結果の未提出者が若干名生じた。

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 概ね計画通り実施した

2 市民等のニーズが増加し計画を上回った

3 社会経済状況により必要性が高まり計画を上回った

4 市民等のニーズが減少し計画を下回った

5 社会経済状況により必要性が低下し計画を下回った

6 行政サービス供給を阻害する要因があり予定通り実施できなかった

7 行政サービス供給体制に課題があり予定通り実施できなかった

8 その他

R 3年度 R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度 R 8年度

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 1

② 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 1

③ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

38,156,000 39,388,000 37,806,000 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

38,156,000 39,388,000 37,806,000 0 0 0

38,001,000 39,387,000 0 0 0 0

36,675,389 38,735,629 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

36,675,389 38,735,629 0 0 0 0

96.5% 98.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

7.74 9.26

60,616,665 74,098,973

0 0

0 0

655,564 885,605

97,947,618 113,720,207 0 0 0 0



事業の位置付けの詳細と今後の方向性

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

 B　現状のまま継続

 B　現状のまま継続

 C　見直し

 C　見直し

評価内容

５　ＰＤＣＡサイクルの確認と評価・改善の方針

評価内容

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

職員福利厚生事務

- 2 -

R 3年度実績（Do） R 3年度評価（Check） B　現状のまま継続

産業医による健康相談(一般相談・長時間勤務者の面接指導・出張相談）
精神科産業医による健康相談（休職者面談・メンタルヘルス・高ストレス者の
面接指導）
定期健康診断等の実施
被服貸与
職員互助会への補助

各事業の実施により、職員の健康と福祉の増進を図ることができた。
精神科産業医による相談では、職場環境に悩みを抱える職員への助言や環境調
整、メンタル不調で休職中の職員の職場復帰支援の充実が図れた。

□ □ □ R 3年度評価に基づく見直し（Action）

R 4年度の具体的な取組（Plan） R 4年度の方向性（Plan）

産業医による健康相談(一般相談・長時間勤務者の面接指導・出張相談）
精神科産業医による健康相談（休職者面談・メンタルヘルス・高ストレス者の
面接指導）
定期健康診断等の実施
被服貸与
職員互助会への補助

引き続き職員の健康と福祉の増進を図るために事業を実施していく。

R 4年度実績（Do） R 4年度評価（Check） B　現状のまま継続

産業医による健康相談(一般相談・長時間勤務者の面接指導12回・出張相談24
回）
精神科産業医による健康相談（休職者面談・メンタルヘルス相談・高ストレス
者の面接指導）
定期健康診断・ストレスチェック(実施率87.4％）の実施
被服貸与
職員互助会への補助

産業医による健康相談については予定通り事業実施できた。
定期健康診断未受診者で人間ドック等の結果提出が難しくなる方が若干名おり
、100％の実施率を得ることが難しい。

□ □ □ R 4年度評価に基づく見直し（Action）

R 5年度の具体的な取組（Plan） R 5年度の方向性（Plan）

産業医による健康相談(一般相談・長時間勤務者の面接指導・出張相談）
精神科産業医による健康相談（休職者面談・メンタルヘルス・高ストレス者の
面接指導）
定期健康診断等の実施
被服貸与
職員互助会への補助

・定期健康診断等の実施率に関し、人間ドック等の結果提出者に関しては、受
診(結果提出）を怠ることが無いよう更に働きかける。
・新庁舎の移転が予定されていることから、移転後の職場環境に即した安全衛
生管理に努めるとともに、移転に係る職員の負担を踏まえた健康面のケアを図
る。
・令和5年度よりボートレース企業局が新設され、単独で安全衛生管理体制が
構築されることとなるが、必要に応じて連携を図り、職員の健康管理体制を維
持する。

R 6年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続

1　大幅な見直しは必要ない（右欄に理由を具体的に記載）

2　見直しには法令等の改正が必須（右欄に法令等の名称を記載）

3　現状では見直しが不可能（右欄に理由を具体的に記載）

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

産業医の活動、各種検診や被服の貸与、職員互助会に対
する補助など、職員の健康管理及び福利厚生に関する事
業を実施してきたことで、職員の健康と福祉の増進を図
ることができているものと捉えており、今後も継続して
いく。



６　構成事業一覧

当初予算額 決算額 当初予算額
事　業
コード

目項款会計

（単位：円）

予算事業名

職員福利厚生事務

- 3 -

R 4年度 R 5年度R 4年度 R 5年度

1 01 10 05 05 0019500 産業医活動費 1,836,000 1,836,000 1,836,000

2 01 10 05 05 0030000 職員福利厚生費 21,003,000 20,350,629 19,421,000

3 01 10 05 05 0078000 補助金　職員互助会 16,549,000 16,549,000 16,549,000

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 39,388,000 38,735,629 37,806,000



４　事業費・人件費等の推移

（事業費）

（人件費）

（間接経費）

当 初 予 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

予 算 現 額

決 算 額

国 庫 支 出 金

（単位：円、人）

事務事業評価シート

計画値

総 コ ス ト

間 接 経 費

職 員 数

執 行 率

職 員 人 件 費

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

（※）要因の類型

根 拠 法 令 等

国土強靭化地域計画

事業種別 事 業 開 始 年 度 見 直 し の 裁 量

総合
計画

基本施策 主 担 当 部 課 名

施　　　策 事 業 類 型

交付金・補助金等の名称交付金・補助金等の申請

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

記載年月

対象年度

１　事務事業の概要

２　実施計画・実績（指標）

対 象

事 業 目 標

事 業 内 容

計画値

☑ ☑ ☑ ☑

要因の類型（※）

実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）

指標名

実 　績

基準値

（単位）

事業推移

計画値

実 　績

☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑ ☑ ☑
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☑

要因の類型（※）

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑

- 1 -

令和5年9月

令和 4年度

人事・研修事務 51050200

職員の人事及び研修に関する事務

3 安定的かつ効率的な行政運営

105 市民ニーズや行政課題に的確に対応できる人材の育成

主要な事務事業  ～

総務管理部 職員課

法定事業

市に事業の一部を見直す裁量あり

地方公務員法、地方自治法、府中市職員研修規程、府中市人材育成基本方針、研修計画等

該当なし 該当なし

全職員

市民ニーズや行政課題に的確に対応するため、計画的な職員採用や適正な人員配置を行うとともに、職員一人ひとりの能力向上や意識改革につ
ながる、職員の人材育成を進める。

職員の採用・昇任・退職・派遣・異動・服務等の人事関係事務
独自研修・派遣研修・市町村職員研修所研修等の研修事務

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

①
※数値の比較や推移で評価
することがなじまないため
指標の設定は行わない

-

-

- - - - -

- - - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 概ね計画通り実施した

2 市民等のニーズが増加し計画を上回った

3 社会経済状況により必要性が高まり計画を上回った

4 市民等のニーズが減少し計画を下回った

5 社会経済状況により必要性が低下し計画を下回った

6 行政サービス供給を阻害する要因があり予定通り実施できなかった

7 行政サービス供給体制に課題があり予定通り実施できなかった

8 その他

R 3年度 R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度 R 8年度

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 1

② 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 1

③ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

144,173,000 164,536,000 150,512,000 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 29,000 174,000 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 481,000 230,000 0 0 0

144,173,000 164,026,000 150,108,000 0 0 0

137,949,000 164,529,000 0 0 0 0

130,826,614 148,924,867 0 0 0 0

0 13,000 0 0 0 0

1,099,061 13,000 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

319,720 252,325 0 0 0 0

129,407,833 148,646,542 0 0 0 0

94.8% 90.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

13.26 12.74

103,914,282 101,886,089

0 0

0 0

1,123,824 1,217,708

235,864,720 252,028,664 0 0 0 0



事業の位置付けの詳細と今後の方向性

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

 B　現状のまま継続

 B　現状のまま継続

 C　見直し

 C　見直し

評価内容

５　ＰＤＣＡサイクルの確認と評価・改善の方針

評価内容

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

人事・研修事務

- 2 -

R 3年度実績（Do） R 3年度評価（Check） B　現状のまま継続

▼研修については、新型コロナウィルス感染症の影響で一部の研修を中止した
が、感染症対策を講じたうえで、可能な限り実施した。
▼接遇応対については、接遇リーダー研修を実施するとともに、電話応対の手
引きを新たに作成し全庁周知した。
▼コンプライアンスの遵守については、例年の研修に加え、事例中心の研修を
増やした。
▼約２か月間テレワークの試行実施を行った。

▼研修については、委託業者との調整を早期に行い円滑な進行ができた。
▼接遇応対については、接遇リーダー研修等の取組により、全庁的な接遇意識
の向上を図ることができた。
▼コンプライアンスの遵守については、全職員の意識向上を図ることができた
。
▼テレワークの試行実施後にアンケートを行うことで、本格実施に向け課題の
把握をすることができた。

□ □ □ R 3年度評価に基づく見直し（Action）

R 4年度の具体的な取組（Plan） R 4年度の方向性（Plan）

▼研修については、研修生からの意見等も踏まえ、経年的に実施している研修
の見直しや、内容の充実を図る。
▼接遇応対については、引き続き、各種接遇研修やチェックシートによる確認
を実施する。
▼テレワークの本格実施に向けて、調査・研究する。
▼成績率の導入に向け、人事評価をより適正に実施できるよう、管理職向け研
修を新たに実施する。

▼研修については、効果的な研修を実施するため必要な研修を精査する。
▼接遇応対については、指標に掲げている市民満足度の向上を目指した取組を
行っていく。
▼働き方改革をはじめ、新しい生活様式に即した勤務のあり方について研究す
る。
▼人事評価については、成績率の導入に向け、より精度の高い評価の実施を目
指す。

R 4年度実績（Do） R 4年度評価（Check） B　現状のまま継続

▼研修については、新たに３本の研修を実施したほか、経年的に実施している
研修については内容の見直しをしたうえで実施した。
▼接遇応対については、接遇リーダー研修を実施し、接遇意識の向上を図った
。
▼庁舎移転後のテレワークの本格実施に向けて、他市の事例を参考にしつつ各
種運用を調査・研究した。
▼成績率の導入に向け、人事評価をより適正に実施できるよう、評価者を対象
とした研修を新たに実施した。

▼研修については、委託業者との調整を早期に行い円滑な進行ができた。
▼接遇応対については、接遇リーダー研修等の取組により、全庁的な接遇意識
の向上を図ることができた。
▼新庁舎移転後のテレワークの本格実施に向けて、職員向けのテレワークガイ
ドブックの素案を作成することができた。
▼人事評価の精度を上げるために研修を実施したが、効果が十分であったとは
言えないため、今後も継続していく必要がある。

□ □ □ R 4年度評価に基づく見直し（Action）

R 5年度の具体的な取組（Plan） R 5年度の方向性（Plan）

▼研修については、研修生からの意見等も踏まえ、経年的に実施している研修
の内容の充実を図るほか、オンライン研修の試行実施を行う。
▼接遇応対については、引き続き、各種接遇研修やチェックシートによる確認
を実施する。
▼テレワークの本格実施に向けて、調査・研究する。
▼人事評価をより適正に実施できるよう、各種研修を実施するとともに、効果
的な取組について調査・研究を行う。

▼研修については、効果的な研修を実施するため必要な研修を精査する。
▼接遇応対については、引き続き市民満足度の向上を目指した取組を行ってい
く。
▼働き方改革をはじめ、新しい生活様式に則した勤務のあり方について研究す
る。
▼人事評価については、より精度の高い評価の実施を目指す。

R 6年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続

1　大幅な見直しは必要ない（右欄に理由を具体的に記載）

2　見直しには法令等の改正が必須（右欄に法令等の名称を記載）

3　現状では見直しが不可能（右欄に理由を具体的に記載）

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

　人事事務については安定的な組織運営ができているこ
とから、大幅な見直しは必要なく、現状のまま継続して
いく。
　研修事務については、地方公務員法第３９条に基づき
実施している事業であることに加え、実施の成果も得ら
れていることから、大幅な見直しは必要ないと思われる
。



６　構成事業一覧

当初予算額 決算額 当初予算額
事　業
コード

目項款会計

（単位：円）

予算事業名

人事・研修事務

- 3 -

R 4年度 R 5年度R 4年度 R 5年度

1 01 10 05 05 0019600 特別職報酬等審議会運営費 760,000 594,000 760,000

2 01 10 05 05 0029000 職員研修費 13,092,000 11,342,834 12,813,000

3 01 10 05 05 0029400 職員研修費 677,000 610,915 542,000

4 01 10 05 05 0029500 職員研修費 317,000

5 01 10 05 05 0030500 人事事務管理費（債務負担行為解消分） 46,962,000 46,961,376 46,962,000

6 01 10 05 05 0031000 人事事務管理費 88,212,000 76,547,658 74,562,000

7 01 10 05 05 0040000 負担金　職員研修費 2,000 2,000 2,000

8 01 10 05 05 0041000 負担金　職員研修費 15,000 0 15,000

9 01 10 05 05 0041100 負担金　職員研修費 17,000 2,000 16,000

10 01 10 05 05 0042000 負担金　職員研修費 63,000 52,900 63,000

11 01 10 05 05 0043000 負担金　職員研修費 10,000 0 10,000

12 01 10 05 05 0045000 負担金　職員研修費 1,258,000 705,789 1,258,000

13 01 10 05 05 0047000 負担金　職員研修費 96,000 31,900 96,000

14 01 10 05 05 0047500 負担金　職員研修費 11,000 4,000 11,000

15 01 10 05 05 0047900 負担金　職員研修費 15,000 0

16 01 10 05 05 0048000 負担金　職員研修費 188,000 159,800 188,000

17 01 10 05 05 0048500 負担金　職員研修費 8,000 7,500 8,000

18 01 10 05 05 0049000 負担金　職員研修費 440,000 68,300 426,000

19 01 10 05 05 0051000 負担金　職員研修費 24,000 4,500 5,000

20 01 10 05 05 0052000 負担金　職員研修費 58,000 42,920 58,000

21 01 10 05 05 0054000 負担金　職員研修費 100,000 100,000 100,000

22 01 10 05 05 0055000 負担金　職員研修費 168,000 80,000 157,000

23 01 10 05 05 0058000 負担金　職員研修費 65,000 17,100 103,000

24 01 10 05 05 0059000 負担金　職員研修費 11,000 8,000 11,000

25 01 10 05 05 0060000 負担金　職員研修費 36,000 28,300 34,000

26 01 10 05 05 0062000 負担金　職員研修費 481,000 252,325 230,000

27 01 10 05 05 0062100 負担金　職員研修費 5,000 4,500 5,000

28 01 10 05 05 0062200 負担金　職員研修費 107,000 95,000 107,000

29 01 10 05 05 0062300 負担金　職員研修費 73,000 43,500 73,000

30 01 10 05 05 0065000 負担金　職員研修費 242,000 64,000 178,000

小 計 153,196,000 137,831,117 139,110,000



６　構成事業一覧

当初予算額 決算額 当初予算額
事　業
コード

目項款会計

（単位：円）

予算事業名

人事・研修事務

- 4 -

R 4年度 R 5年度R 4年度 R 5年度R 4年度 R 5年度

31 01 10 05 05 0065500 負担金　職員研修費 70,000 37,100 49,000

32 01 10 05 05 0067000 負担金　職員研修費 222,000 217,300 220,000

33 01 10 05 05 0068000 負担金　職員研修費 41,000 31,000 39,000

34 01 10 05 05 0071000 負担金　職員研修費 138,000 63,800 137,000

35 01 10 05 05 0071700 負担金　職員研修費 4,000 3,500 4,000

36 01 10 05 05 0071800 負担金　職員研修費 10,000 5,000 10,000

37 01 10 05 05 0071900 負担金　職員研修費 26,000 0 26,000

38 01 10 05 05 0072000 負担金　公平委員会 1,906,000 1,905,450 1,914,000

39 01 10 05 05 0075000 負担金　東京市町村総合事務組合職員研修費 8,693,000 8,693,000 8,773,000

40 01 10 05 05 0077500 負担金　職員研修費 130,000 63,800 130,000

41 01 10 05 05 0148200 職員研修費 36,000 18,000 36,000

42 01 10 05 05 0741500 負担金　職員研修費 7,000 0 7,000

43 08 05 05 05 3200400 負担金　職員研修費 57,000 55,800 57,000

44

45

46

47

48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

58

59

60

合 計 164,536,000 148,924,867 150,512,000



４　事業費・人件費等の推移

（事業費）

（人件費）

（間接経費）

当 初 予 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

予 算 現 額

決 算 額

国 庫 支 出 金

（単位：円、人）

事務事業評価シート

計画値

総 コ ス ト

間 接 経 費

職 員 数

執 行 率

職 員 人 件 費

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

（※）要因の類型

根 拠 法 令 等

国土強靭化地域計画

事業種別 事 業 開 始 年 度 見 直 し の 裁 量

総合
計画

基本施策 主 担 当 部 課 名

施　　　策 事 業 類 型

交付金・補助金等の名称交付金・補助金等の申請

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

記載年月

対象年度

１　事務事業の概要

２　実施計画・実績（指標）

対 象

事 業 目 標

事 業 内 容

計画値

☑ ☑ ☑ ☑

要因の類型（※）

実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）

指標名

実 　績

基準値

（単位）

事業推移

計画値

実 　績

☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑ ☑ ☑
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☑

要因の類型（※）

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑

- 1 -

令和5年9月

令和 4年度

デジタル化推進事業 51060100

行政のデジタル化を推進するための各種取組を行う。

3 安定的かつ効率的な行政運営

106 デジタル化の推進と情報セキュリティの強化

主要な事務事業 平成16年度 ～

政策経営部 情報戦略課

法定事業・任意事業混在

市に事業の一部を見直す裁量あり

情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律、官民デ-タ活用推進基本法　ほか

該当なし 該当なし

市民・事業者・職員

行政のデジタル化を推進し、市民の利便性の向上や行政事務の効率化等を図ること。

基幹システム（住民基本台帳、税、福祉等関連システム）を始めとする各種業務システム、公共施設予約システム及び地理情報システム等の各
種システム、庁内ネットワーク、端末・プリンタ等の各種情報機器等の管理・運用のほか、府中市デジタル化推進計画の推進、情報通信技術（
ICT）を活用した市民の利便性向上に向けた取組等

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

①オンラインによる手続が可
能な申請等の数

47

種類

47 52 56 60 60

208 - - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □

自治体DXの機運の高まりや、コロナ禍により来庁せずに行政手続のデジタル化に対するニーズが高まっている。

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 概ね計画通り実施した

2 市民等のニーズが増加し計画を上回った

3 社会経済状況により必要性が高まり計画を上回った

4 市民等のニーズが減少し計画を下回った

5 社会経済状況により必要性が低下し計画を下回った

6 行政サービス供給を阻害する要因があり予定通り実施できなかった

7 行政サービス供給体制に課題があり予定通り実施できなかった

8 その他

R 3年度 R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度 R 8年度

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 1

② 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 1

③ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

1,040,001,000 1,205,404,000 1,442,599,000 0 0 0

1,351,000 7,685,000 0 0 0 0

32,796,000 39,356,000 33,781,000 0 0 0

0 0 0 0 0 0

83,850,000 102,200,000 91,165,000 0 0 0

922,004,000 1,056,163,000 1,317,653,000 0 0 0

1,040,169,500 1,100,790,245 0 0 0 0

1,016,200,052 1,070,730,394 0 0 0 0

19,289,222 20,886,252 0 0 0 0

37,881,000 42,476,000 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

83,850,000 104,663,000 0 0 0 0

875,179,830 902,705,142 0 0 0 0

97.7% 97.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

9.40 12.40

73,647,186 99,191,580

0 0

0 0

28,035,982 87,133,163

1,117,883,220 1,257,055,137 0 0 0 0



事業の位置付けの詳細と今後の方向性

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

 B　現状のまま継続

 B　現状のまま継続

 C　見直し

 C　見直し

評価内容

５　ＰＤＣＡサイクルの確認と評価・改善の方針

評価内容

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

デジタル化推進事業

- 2 -

R 3年度実績（Do） R 3年度評価（Check） B　現状のまま継続

▼各業務システムの安定的かつ効率的な運用の実施
▼ＡＩ－ＯＣＲ及びＲＰＡの本格導入し、概要説明会、操作説明会及び複数業
務において実証実験を実施
▼地域情報化計画策定に向け検討・作成を実施
▼新庁舎建設に伴う庁内ネットワークの再構築に関連して、公募型プロポーザ
ルによる業者選定・契約を行い、再構築対象となるシステム等の要件定義を実
施

▼基幹システムについては、各種制度改正に対応したシステム改修を実施し、
特段の問題もなく、安定的に稼働することができた。
▼ＡＩ－ＯＣＲ及びＲＰＡの普及啓発に努め、利活用を促進した。
▼地域情報化計画を改めデジタル化推進計画を策定した。
▼新庁舎建設に伴う庁内ネットワークの再構築に関しては、当初の計画通り構
築事業者の選定及び契約、要件定義を進めることが出来た。

□ □ □ R 3年度評価に基づく見直し（Action）

R 4年度の具体的な取組（Plan） R 4年度の方向性（Plan）

▼各種制度改正に対応したシステム構築・改修の実施
▼各業務システムの安定的かつ効率的な運用の実施
▼ＡＩ－ＯＣＲ及びＲＰＡの普及及び利活用促進
▼新庁舎建設に伴う庁内ネットワークの再構築に向けたシステム構築等の実施

▼基幹システムの安定的な稼働に努めるとともに、次回の基幹システム更新に
向けて、国が策定する標準仕様に準拠したシステムの導入について、検討を行
う。
▼ＡＩ－ＯＣＲ及びＲＰＡの普及啓発に努め、利活用を促進する。
▼新庁舎建設に伴う庁内ネットワークの再構築に関連して、再構築対象となる
システム等の設計・構築・テストを実施するとともに、既存システムからのデ
ータ移行や職員研修を実施する。

R 4年度実績（Do） R 4年度評価（Check） B　現状のまま継続

▼各業務システムの安定的かつ効率的な運用の実施
▼ＡＩ－ＯＣＲ及びＲＰＡについて、概要説明会や操作説明会等を実施するこ
とで、前年度から導入している業務の継続的な利用や新たな業務で実証実験を
実施
▼地域情報化計画策定に向け検討・作成を実施
▼新庁舎建設に伴う庁内ネットワークの再構築に関連して、庁舎建設の工期延
伸の影響により、LAN敷設等の工事関連や一部のデータ移行、職員研修、総合
テスト等が令和5年度に延期となったが、再構築対象となるシステム等の設計
・構築等は概ねスケジュール通り実施

▼基幹システムについては、各種制度改正に対応したシステム改修を実施し、
特段の問題もなく、安定的に稼働することができた。
▼ＡＩ－ＯＣＲ及びＲＰＡの普及啓発に努め、利用業務が増えた。
▼地域情報化計画を改めデジタル化推進計画を策定した。
▼新庁舎建設に伴う庁内ネットワークの再構築に関しては、当初の計画通り再
構築対象となるシステム等の設計・構築等は概ね進めることが出来たが、庁舎
建設の工期延伸に伴い、LAN敷設等の工事関連を中心に一部の作業を令和5年度
に延期した。

□ □ □ R 4年度評価に基づく見直し（Action）

R 5年度の具体的な取組（Plan） R 5年度の方向性（Plan）

▼基幹システムの安定的な稼働に努めるとともに、次回の基幹システム更新に
向けて、国が策定する標準仕様に準拠したシステムの導入について、導入方針
を決める。
▼ＡＩ－ＯＣＲ及びＲＰＡの普及啓発に努め、利活用を促進する。
▼新庁建設に伴う庁内ネットワークの確実な移転及び職員の新デジタル基盤へ
の円滑な移行等の実施
▼各課が所管する行政手続等のオンライン化の促進
▼キャッシュレス支払の導入及び整備範囲の拡充の検討

▼各業務システムの安定的かつ効率的な運用の実施
▼ＡＩ－ＯＣＲ及びＲＰＡについて、概要説明会及び操作説明会を実施し、既
導入業務の改善や利用業務の拡大を図る。
▼庁内ネットワークの再構築について、既存システムからのデータ移行や職員
研修を充実させ、新デジタル基盤への円滑な移行を実現する。
▼各課が所管する行政手続等について、順次、オンライン化を図る。
▼総合窓口課、美術館にキャッシュレス支払の機器を導入するとともに、拡充
の方向性を検討する。

R 6年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続

1　大幅な見直しは必要ない（右欄に理由を具体的に記載）

2　見直しには法令等の改正が必須（右欄に法令等の名称を記載）

3　現状では見直しが不可能（右欄に理由を具体的に記載）

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

▼はなれの庁内ネットワーク整備に向けた検討を進めて
いく必要がある。
▼行政手続等のオンライン化については、申請件数が年
間100件以上の手続や反復性のある手続等を目安に設定
し、情報戦略課において進捗管理を行う。また、手数料
等の納付が必要な手続については、各種規定の見直し等
の必要性を検討する。
▼キャッシュレス支払の促進については、既存窓口の機
器の賃貸借期間や市民ニーズを考慮し、導入可能な窓口
から適宜、導入を図る。



６　構成事業一覧

当初予算額 決算額 当初予算額
事　業
コード

目項款会計

（単位：円）

予算事業名

デジタル化推進事業

- 3 -

R 4年度 R 5年度R 4年度 R 5年度

1 01 10 05 05 0077000 負担金　電子調達情報提供料 63,000 62,504 62,000

2 01 10 05 35 0154000 端末機器等借上費 280,357,000 273,175,157 579,533,000

3 01 10 05 35 0157250 ネットワーク最適化事業費 90,487,000 25,776,300 32,191,000

4 01 10 05 35 0157350 基幹システムサービス利用事業費（債務負担行為解消分） 513,744,000 513,744,000 513,744,000

5 01 10 05 35 0158000 東京電子自治体共同運営費 15,959,000 14,688,988 16,040,000

6 01 10 05 35 0159000 プログラム作成等委託費 176,053,000 196,098,025 296,032,000

7 01 10 05 35 0159001 プログラム作成等委託費 0 1,897,500

8 01 10 05 35 0159050 プログラム作成等委託費（債務負担行為解消分） 123,791,000 40,410,920

9 01 10 05 35 0160000 負担金　地方公共団体情報システム機構 360,000 360,000 360,000

10 01 10 05 35 0161000 負担金　東京電子自治体共同運営協議会 653,000 580,000 700,000

11 01 10 05 35 0161500 交付金　地方公共団体情報システム機構 3,937,000 3,937,000 3,937,000

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 1,205,404,000 1,070,730,394 1,442,599,000



４　事業費・人件費等の推移

（事業費）

（人件費）

（間接経費）

当 初 予 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

予 算 現 額

決 算 額

国 庫 支 出 金

（単位：円、人）

事務事業評価シート

計画値

総 コ ス ト

間 接 経 費

職 員 数

執 行 率

職 員 人 件 費

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

（※）要因の類型

根 拠 法 令 等

国土強靭化地域計画

事業種別 事 業 開 始 年 度 見 直 し の 裁 量

総合
計画

基本施策 主 担 当 部 課 名

施　　　策 事 業 類 型

交付金・補助金等の名称交付金・補助金等の申請

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

記載年月

対象年度

１　事務事業の概要

２　実施計画・実績（指標）

対 象

事 業 目 標

事 業 内 容

計画値

☑ ☑ ☑ ☑

要因の類型（※）

実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）

指標名

実 　績

基準値

（単位）

事業推移

計画値

実 　績

☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑ ☑ ☑

３　成果（参考情報）　現状分析 321

☑

要因の類型（※）

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑

- 1 -

令和5年9月

令和 4年度

情報セキュリティ対策事業 51060200

技術的・人的・物理的な面からの総合的な情報セキュリティ対策に取り組む。

3 安定的かつ効率的な行政運営

106 デジタル化の推進と情報セキュリティの強化

主要な事務事業 平成16年度 ～

政策経営部 情報戦略課

任意事業

市に事業の一部を見直す裁量あり

地方公共団体における情報セキュリティポリシ-に関するガイドライン、個人情報の保護に関する法律など

該当なし 該当なし

委託事業者・職員

市の保有する情報資産の適正な管理及び運用を図ること。

東京都区市町村自治体情報セキュリティクラウドに参画するなど、技術的・人的・物理的な面からの総合的な情報セキュリティ対策を講じると
ともに、外部監査や情報システムへの疑似侵入検査等により、これらの対策が有効に機能しているかどうかのチェックを行い、その結果に基づ
き、情報セキュリティ対策の見直しを行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
また、専門事業者によるヒアリングや実地調査等を実施し情報セキュリティインシデント対策を行う。

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

①
情報セキュリティ外部監査
の実施部署（施設）数(累
計)

83

数

21 22 21 19 83

20 - - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □

情報セキュリティ外部監査については計画的に実施することができた。令和5年度については、各課の情報セキュリティ実施手順
等の一斉見直しにより監査を見送る予定としている。

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 概ね計画通り実施した

2 市民等のニーズが増加し計画を上回った

3 社会経済状況により必要性が高まり計画を上回った

4 市民等のニーズが減少し計画を下回った

5 社会経済状況により必要性が低下し計画を下回った

6 行政サービス供給を阻害する要因があり予定通り実施できなかった

7 行政サービス供給体制に課題があり予定通り実施できなかった

8 その他

R 3年度 R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度 R 8年度

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 1

② 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 1

③ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

19,164,000 28,920,000 13,217,000 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

19,164,000 28,920,000 13,217,000 0 0 0

19,164,000 25,381,000 0 0 0 0

17,946,004 18,606,844 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

17,946,004 18,606,844 0 0 0 0

93.6% 73.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

2.40 2.40

18,803,537 19,198,370

0 0

0 0

7,158,122 16,864,483

43,907,663 54,669,697 0 0 0 0



事業の位置付けの詳細と今後の方向性

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

 B　現状のまま継続

 B　現状のまま継続

 C　見直し

 C　見直し

評価内容

５　ＰＤＣＡサイクルの確認と評価・改善の方針

評価内容

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

情報セキュリティ対策事業

- 2 -

R 3年度実績（Do） R 3年度評価（Check） B　現状のまま継続

▼情報セキュリティ内部監査・・・・・・１９課（施設）
▼情報セキュリティ外部監査（運用面）・２０課（施設）
▼情報セキュリティ外部監査（技術面）・ＮＷ全体　
▼情報セキュリティ研修・・・・・・・・　３回
▼マイナンバー研修・・・・・・・・・・　１回
▼府中市情報セキュリティポリシー等の見直し
▼情報セキュリティインシデント発生課に対するヒアリング等の実施

▼予定どおり新たな監査計画に基づき、外部・内部監査等を実施することがで
きた

□ □ □ R 3年度評価に基づく見直し（Action）

R 4年度の具体的な取組（Plan） R 4年度の方向性（Plan）

▼情報セキュリティ内部（２２課）・外部（２０課）監査
▼情報セキュリティ研修３回・マイナンバー研修１回
▼府中市情報セキュリティポリシー等の見直し
▼情報セキュリティインシデント発生課に対するヒアリング等の実施
▼β’モデルのネットワーク構成への移行に伴う情報セキュリティ外部監査の
実施

▼引き続き監査計画に基づき、外部・内部監査等を行う予定である。更に、情
報セキュリティ監査等の委託業者と調査・分析を行い、再発防止に向けて、各
課にヒアリングや現地調査等を実施する予定である。
▼新庁舎建設に伴う庁内ネットワーク再構築において採用するβ’モデルのネ
ットワーク構成への移行に当たり、国が示した監査基準を満たしたセキュリテ
ィ対策を実装しているか外部監査を実施する。

R 4年度実績（Do） R 4年度評価（Check） B　現状のまま継続

▼情報セキュリティ内部監査・・・・・・１９課（施設）
▼情報セキュリティ外部監査（運用面）・２０課（施設）
▼情報セキュリティ外部監査（β´監査）
▼情報セキュリティ研修・・・・・・・・　３回
▼マイナンバー研修・・・・・・・・・・　１回
▼府中市情報セキュリティポリシー等の見直し
▼情報セキュリティインシデント発生課に対するヒアリング等の実施

▼予定していた情報セキュリティ監査(β´監査)については、庁舎移転延期に
伴い一部を令和5年度に実施予定。その他は予定通り実施。

□ □ □ R 4年度評価に基づく見直し（Action）

R 5年度の具体的な取組（Plan） R 5年度の方向性（Plan）

▼情報セキュリティ監査（技術面）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
▼新庁舎移転に関するネットワーク切替に伴う各課の情報セキュリティ実施手
順の一斉見直し　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
▼情報セキュリティ研修３回・マイナンバー研修１回
▼府中市情報セキュリティポリシー等の見直し
▼情報セキュリティインシデント発生課に対するヒアリング等の実施
▼β’モデルのネットワーク構成への移行に伴う情報セキュリティ外部監査の
実施

▼庁舎移転に伴うネットワーク切替が実施されるため情報セキュリティ内部、
外部監査の実施を見送り各課の実施手順を一斉に見直すことを予定している。
監査未実施での情報セキュリティの低下を防ぐため、情報セキュリティ研修や
情報セキュリティインシデント対策を検討していく。
▼新庁舎建設に伴う庁内ネットワーク再構築において採用するβ’モデルのネ
ットワーク構成への移行に当たり、国が示した監査基準を満たしたセキュリテ
ィ対策を実装しているか外部監査を実施する。

R 6年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続

1　大幅な見直しは必要ない（右欄に理由を具体的に記載）

2　見直しには法令等の改正が必須（右欄に法令等の名称を記載）

3　現状では見直しが不可能（右欄に理由を具体的に記載）

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

　この事業には終わりはなく、また、環境変化や技術革
新が著しい分野であるため、常に最新の知識を習得し、
情報セキュリティ対策を充実・強化していく必要がある
。
　今後も本市が保有している各種情報資産の適正な管理
及び運用を図るため、情報セキュリティに関する研修や
監査を充実させるとともに、費用対効果を勘案しながら
、最新の情報セキュリティ技術を積極的に導入するなど
、更なる情報セキュリティレベルの向上に努めていく。



６　構成事業一覧

当初予算額 決算額 当初予算額
事　業
コード

目項款会計

（単位：円）

予算事業名

情報セキュリティ対策事業

- 3 -

R 4年度 R 5年度R 4年度 R 5年度

1 01 10 05 35 0159500 情報セキュリティ対策費 11,303,000 10,576,500 13,217,000

2 01 10 05 35 0161250 負担金　自治体情報セキュリティクラウド 17,617,000 8,030,344

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 28,920,000 18,606,844 13,217,000



４　事業費・人件費等の推移

（事業費）

（人件費）

（間接経費）

当 初 予 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

予 算 現 額

決 算 額

国 庫 支 出 金

（単位：円、人）

事務事業評価シート

計画値

総 コ ス ト

間 接 経 費

職 員 数

執 行 率

職 員 人 件 費

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

（※）要因の類型

根 拠 法 令 等

国土強靭化地域計画

事業種別 事 業 開 始 年 度 見 直 し の 裁 量

総合
計画

基本施策 主 担 当 部 課 名

施　　　策 事 業 類 型

交付金・補助金等の名称交付金・補助金等の申請

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

記載年月

対象年度

１　事務事業の概要

２　実施計画・実績（指標）

対 象

事 業 目 標

事 業 内 容

計画値

☑ ☑ ☑ ☑

要因の類型（※）

実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）

指標名

実 　績

基準値

（単位）

事業推移

計画値

実 　績

☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑ ☑ ☑

３　成果（参考情報）　現状分析 321

☑

要因の類型（※）

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑

- 1 -

令和5年9月

令和 4年度

DX推進事業 51060300

社会経済状況の変化や多様化する市民ニーズに対応するため、デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）を推進するなど、行政改革に取り組
んでいく。

3 安定的かつ効率的な行政運営

106 デジタル化の推進と情報セキュリティの強化

主要な事務事業 令和 4年度 ～

政策経営部 行政経営課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

該当なし 該当なし

市民、市職員

市民の利便性向上と市職員の業務効率化を図るため

デジタルツールの管理・運用を通じて市民サービスの向上に資する取組を展開するとともに、市職員向けに改革や改善の機運醸成を図る取組な
どを実施する。

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

①
※数値の比較や推移で評価
することがなじまないため
指標の設定は行わない

-

-

- - - - -

- - - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 概ね計画通り実施した

2 市民等のニーズが増加し計画を上回った

3 社会経済状況により必要性が高まり計画を上回った

4 市民等のニーズが減少し計画を下回った

5 社会経済状況により必要性が低下し計画を下回った

6 行政サービス供給を阻害する要因があり予定通り実施できなかった

7 行政サービス供給体制に課題があり予定通り実施できなかった

8 その他

R 3年度 R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度 R 8年度

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 1

② 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 1

③ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

0 11,201,000 47,267,000 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 18,000,000 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 11,201,000 29,267,000 0 0 0

0 11,201,000 0 0 0 0

0 9,896,721 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 2,130,000 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 7,766,721 0 0 0 0

0.0% 88.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0.00 3.93

0 31,445,607

0 0

0 0

0 223,845

0 41,566,173 0 0 0 0



事業の位置付けの詳細と今後の方向性

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

 B　現状のまま継続

 B　現状のまま継続

 C　見直し

 C　見直し

評価内容

５　ＰＤＣＡサイクルの確認と評価・改善の方針

評価内容

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

DX推進事業

- 2 -

R 3年度実績（Do） R 3年度評価（Check）

□ □ □ □ R 3年度評価に基づく見直し（Action）

R 4年度の具体的な取組（Plan） R 4年度の方向性（Plan）

【デジタルツール】
LINE公式アカウントを開設し、運用を開始する。

【機運醸成】
マインドセット研修や行政手続のオンライン化に向けたＢＰＲ研修を実施する
。

デジタルツールや機運醸成の取組と合わせて、庁内にＤＸ推進本部を設置し、
当該本部においてＤＸ推進専門官に位置付けた政策経営部行政経営課しごと改
革推進担当主幹（特定任期付職員）が知見を活かしながら各課への助言や支援
を行うことにより、ＤＸに係る取組の推進を図っていく。

R 4年度実績（Do） R 4年度評価（Check） B　現状のまま継続

【デジタルツール】
LINE公式アカウントを開設し、主に子育て世代を対象とした講座や相談予約等
の運用を開始した。（R5.3.31時点　友だち登録者数　6,307人）

【機運醸成】
管理職を対象にＤＸ推進に係るマインドセット研修を行うとともに、子育て・
介護手続関係課を対象に行政手続のオンライン化に向けたＢＰＲ研修を実施し
た。
○ＤＸ推進に係るマインドセット研修…２回
○ＢＰＲ研修…４回

【デジタルツール】
講座等の予約が時間を問わずLINE上で完結できるようになったことで市民の利
便性が向上し、かつ、今まで電話で受けていた数千件の対応も不要となるなど
、職員負担の軽減にもつながった。

【機運醸成】
ＤＸ推進の機運醸成や対象手続のオンライン化に向けた研修を実施することに
より、職員主体のＢＰＲの促進につながった。

□ □ □ R 4年度評価に基づく見直し（Action）

R 5年度の具体的な取組（Plan） R 5年度の方向性（Plan）

【デジタルツール】
LINE公式アカウントでは、ごみ関連機能の実装や情報配信の開始など、サービ
スの拡充を図る。

【機運醸成】
幅広い層の職員にＤＸ推進に係るマインドセット研修を実施する。

引き続き、デジタルツールや機運醸成の取組を展開するとともに、ＤＸ推進専
門官による現場（事業所管部署）での支援や意識改革といった取組も進めてい
く。

R 6年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続

1　大幅な見直しは必要ない（右欄に理由を具体的に記載）

2　見直しには法令等の改正が必須（右欄に法令等の名称を記載）

3　現状では見直しが不可能（右欄に理由を具体的に記載）

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

方向性の大きな変更等は行わず、継続して改革・改善の
取組を実施していく。



６　構成事業一覧

当初予算額 決算額 当初予算額
事　業
コード

目項款会計

（単位：円）

予算事業名

DX推進事業

- 3 -

R 4年度 R 5年度R 4年度 R 5年度

1 01 10 05 20 0122100 公金取扱費 1,151,000

2 01 10 05 30 0147500 行政経営費 11,201,000 9,896,721 46,116,000

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 11,201,000 9,896,721 47,267,000


